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第１章第１章第１章第１章        事業の目的事業の目的事業の目的事業の目的

１  水道事業について

　　神奈川県企業庁水道局（以下「県企業庁」という。）は「快適な生活と社会活動を支えるため、

水源の確保や水道施設を整備するとともに災害に強い水道づくりに努め、安全で良質な水を安

定的に供給すること、また、常に経済性を発揮するとともに、効率的な水道事業の経営を目指

す」ことをその経営理念としており、この経営理念実現のため、「安定給水の確保」、「災害に強

い水道づくり」、「安全で良質な水の供給」及び「お客様サービスの向上」を主要な柱とした施

策事業を展開しています。

２  本件事業の背景について

　　寒川浄水場の排水処理施設における脱水施設は、運転開始から 29 年が経過しており老朽化が

進んでいることから、早急な施設更新が必要となっています。排水処理施設は、浄水工程で生

じる汚泥の処理を行っていますが、この処理が滞ると水道水を作ることができなくなることか

ら水道施設として重要な役割を担っています。

　　また、施設の更新に当たっては、循環型社会の実現の観点から、脱水処理に伴い発生する脱

水ケーキの減量化と再生利用の促進に対応する施設整備が求められています。

　　なお、寒川浄水場では、現在、脱水ケーキをセメント原料として再生利用していますが、経

済状況の変化や海外企業の進出により国内セメント原料の需要が大きく変動した場合の影響は

大きく、安定的な浄水場運営のために多面的な脱水ケーキの再生利用が必要となっています。

３  ＰＦＩ手法導入の目的

　　県企業庁は、排水処理施設の更新等について、設計、建設、維持管理及び運営を一括して長

期委託することにより、民間事業者の資金力と経営・技術ノウハウを活かした創意工夫が可能

となり、①事業コストの削減、②脱水ケーキの減量化と長期にわたる安定した再生利用が期待

され、ひいては水道事業の経営の効率化に貢献できるためＰＦＩ手法を導入します。

第２章第２章第２章第２章        事業の概要事業の概要事業の概要事業の概要

　本章では、入札に参加しようとする者への便宜のため、寒川浄水場排水処理施設特定事業（以

下「本件事業」という。）の概要を記載します。なお、詳細はそれぞれ指示した書類等を参照して

ください。

１  本件事業の概要

  (1) 入札公告までの経緯

　　　寒川浄水場排水処理施設更新等事業として、「民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、次

のとおり順次法定手続きを経ています。
平成 14 年 ８月 １日 実施方針等の公表
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９月 24 日
                ｜

27 日
実施方針等に対する意見招請（回答は入札公告時に公表）

10 月 18 日 実施方針等に関する質問回答の公表
10 月 22 日 意見交換会実施
11 月 21 日 特定事業の選定結果の公表

  事業名称    寒川浄水場排水処理施設更新等事業
                              ↓
              寒川浄水場排水処理施設特定事業

11 月 25 日
              ｜

12 月 26 日
事業者ヒアリング

平成 15 年 3 月 13 日 債務負担行為の設定
４月 11 日 入札公告

  (2) 事業名

      寒川浄水場排水処理施設特定事業

  (3) 事業場所

      神奈川県高座郡寒川町宮山 4058 番 6 他（寒川浄水場内）

      なお、事業場所の概要については、第３章２(2)を参照してください。

  (4) ＰＦＩ事業の内容

　　　設計から運営までを一体とした落札者の提案に基づき、ＰＦＩ事業者（第３章２(3)におい

て定義する。以下同じ）が脱水機棟の設計・建設及び脱水設備の設計・製作・据付けをし、

また、濃縮施設について必要とする改造等を行った上、施設の所有権を県企業庁に移転後、

濃縮施設を含む排水処理施設全体の維持管理・運営及び脱水ケーキの再生利用を 20 年間行い

ます。

　　　なお、本件事業の概要（業務範囲）については、第３章２(3)に詳述してありますので参照

してください。

  (5) 排水処理施設の法的位置づけ等

　　　寒川浄水場排水処理施設は、水道法上の水道施設であり、また、水質汚濁防止法上の特定

施設、廃棄物の処理及び清掃に関する法律上の産業廃棄物処理施設に該当します。本件事業

は、国庫補助金対象事業ではありません。また、県企業庁として補助金、出資の支援は行な

いません。

　　　なお、本件事業に必要と想定される根拠法令等としては、上記の法律を含め次のものがあ

ります。

　　　　① 水道法（昭和 32年法律第 177号）

　　　　② 建築基準法（昭和 25年法律第 201号）

　　　　③ 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）

　　　　④ 河川法（昭和 39年法律第 167号）

　　　　⑤ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）

　　　　⑥ 電気事業法（昭和 39年法律第 170号）

　　　　⑦ 消防法（昭和 23年法律第 186号）
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　　　　⑧ 水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号）

　　　　⑨ 大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号）

　　　　⑩ 騒音規制法（昭和 43年法律第 98号）

　　　　⑪ 振動規制法（昭和 51年法律第 64号）

　　　　⑫ 悪臭防止法（昭和 46年法律第 91号）

　　　　⑬ 自然環境保全条例（昭和 47年条例 52号）

　　　　⑭ 神奈川県生活環境の保全等に関する条例（平成 9年条例第 35号）

　　　　⑮ 神奈川県土砂の適正処理に関する条例（平成 11年条例第３号）

　　　また、本件事業の遂行に必要となる許認可については、ＰＦＩ事業者の責任において取得

するものとし、その費用についてもＰＦＩ事業者の負担とします。

 (6)  ＰＦＩ事業として求めるサービスの水準

　　　本件事業において県企業庁がＰＦＩ事業者に求める業務は、汚泥の受入と処理、処理に伴

い発生した脱水ケーキの処分と上澄水の返送業務、また、それら業務を行うための施設整備

と施設の維持管理運営であり、その概略は次表のとおりです。

　　　なお、詳細は添付資料２「寒川浄水場排水処理施設特定事業  業務要求水準書」（以下「業

務要求水準書」という。）を参照してください。

業務の種別 業　務　内　容 必要とされる要件の概要

浄水場から汚泥を受け入れること
浄水場と連絡を密にするとともに原水の水質を考慮
した施設運営を行うこと

受け入れた汚泥を処理し固形分（脱
水ケーキ）と水分（上澄水）に分離
すること

濃縮施設、新設施設を利用し、薬品、その他添加物を
使用せずに、受け入れた汚泥を固液分離すること

脱水ケーキを再生利用すること
（一時保管を含む。）

排水処理に伴い発生した脱水ケーキを全量再生利用
すること

排水処理業務

上澄水は浄水処理に支障がないよ
うな状態で浄水場に返送すること

返送する上澄水の濁度は 10 度以下とすること

老朽化した脱水施設の代替施設と
して「新設施設」を設計・建設する
とともに、既存施設との連絡工事や
事業者の提案に基づく改良工事等
を実施すること

・排水処理施設は、薬品その他添加物を一切使用する
ことなく、計画固形物量の全量を含水率 35%以下の
脱水ケーキにすることが可能な能力を有すること

・一定の耐久性及び耐震性を備えること
施設整備及び
維持管理・運営
業務 「新設施設」と｢濃縮施設」を合わ

せた排水処理施設全体の維持管理･
運営を行うこと

事業期間にわたり、業務要求水準書で提示した性能を
維持するよう、適切な維持管理、必要に応じた設備更
新を実施すること

 (7)  事業期間等

　　　本件事業に係る入札公告以後の主なスケジュールは次のとおりです。

　　ア　契約締結まで

　　　①　入札公告　　　　　　　　　　　　　　平成 15 年４月 11 日

　　　②　参加表明書、資格確認申請書の提出　　　　　　 ６月 ４日～５日

　　　③　入札書類の提出・入札　　　　　　　　　　　　 ７月 25 日

　　　　以下のスケジュールは予定です。

　　　④　審査結果の公表　　　　　　　　　　　　　　　 11 月上旬
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　　　⑤　基本協定締結　　　　　　　　　　　　　　　　 11 月中旬

　　　⑥　特定事業契約締結　　　　　　　　　　　　　　 12 月

　（　⑦　金融機関との直接協定締結　　　　　　平成 16 年３月まで　）

　　イ　事業期間

　　　①  新設施設等の設計・建設　　　　　平成 15 年 12 月～平成 18 年 3 月 31 日

　　　②  許認可の取得　　　　　　　　　　平成 15 年 12 月～平成 18 年 3 月 31 日

　　　③  新設施設等の引渡し・所有権移転　平成 18 年 4 月 1 日

　　　④  維持管理・運営（20 年間）　　　　平成 18 年 4 月 1 日～平成 38 年 3 月 31 日

 (8)　事業方式等

　　ア　新設施設

　　　　ＢＴＯ（Build Transfer Operate）方式

　　イ  濃縮施設

　　　　事業者が必要に応じて改造等を行う。

　　　新設施設及び濃縮施設について維持管理・運営期間（20年間）を通じて、維持管理・運営

業務等を行う。

　　　　なお、当初の改造等及び維持管理・運営期間を通じて事業者が新設施設・濃縮施設を問

わず機器の更新又は改修等を実施した場合、それらに係る機器等の所有権は県企業庁に帰

属するものとします。

 (9)  サービス購入料の支払

　　　県企業庁は、ＰＦＩ事業者の遂行する排水処理施設の維持管理・運営業務等に関し、ＰＦ

Ｉ事業者に対してサービス購入料を支払います。サービス購入料は、ⅠⅠⅠⅠ新設施設等整備の割

賦代金及びこれにかかる支払利息、ⅡⅡⅡⅡ新設施設及び濃縮施設の維持管理・運営費、ⅢⅢⅢⅢ脱水ケ

ーキの再生利用業務費により構成され、県企業庁は事業者に 20年間で支払います。

　　　具体的には、県企業庁はサービス購入料を次表のとおり年４回に分けて支払うものとし、

四半期ごとにＰＦＩ事業者から提出を受けた業務日報及び必要に応じて県企業庁が実施した

巡回により当該業務の状況を確認（以下「モニタリング」という。）の上、支払うものとしま

す。
支払対象期間 支  払  日

第１四半期  4 月 1 日～ 6 月 30 日
第２四半期  7 月 1 日～ 9 月 30 日
第３四半期 10 月 1 日～12 月 31 日
第４四半期  1 月 1 日～ 3 月 31 日

原則として、各四半期終了後の翌月の末日（当
該期日が銀行営業日でない場合は翌営業日と
する。）までとする。ただし、請求書に不備が
ある場合は、この限りでない。

　　　なお、サービス購入料のうち、ⅠⅠⅠⅠの新設施設等整備の割賦代金の支払利息相当分について

は、金利変動を勘案し、５年ごとに改定し、ⅡⅡⅡⅡ及びⅢⅢⅢⅢ（ただし、脱水ケーキの再生利用業務

費を除く。）については、物価上昇率等を勘案し、毎年改定します。詳細は付属資料１「県企

業庁が事業者に支払うサービス購入料について」を参照してください。

 (10)  サービス購入料の減額等

　　　モニタリングの結果、維持管理･運営業務等について、添付資料１「寒川浄水場排水処理施

設特定事業契約書（案）」（以下「特定事業契約書」という。）、業務要求水準書、提案書及び
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維持管理･運営仕様書等に記載された県企業庁が求める水準を満たしていない事項が存在す

ることが判明した場合、県企業庁はサービス購入料の減額等を次表のとおり行います。なお、

詳細は付属資料２「モニタリングの実施とサービス購入料の減額について」を参照してくだ

さい。
サービス購入料減額等の対象

確 認 項 目
モニタリン
グの実施 減額の対象 支払停止の対象

備    考
(業務要求水準上の区分)

①汚泥の排出停止措置期間 ○ ○ －

②脱水設備の能力維持 ○ －
○

(ｻｰﾋﾞｽ購入料の 50%まで)

新設施設及び濃縮施設の維

持管理・運営業務

③返送水の濁度 ○ ○ －

④返送水中の塩素消費物質及
び臭気物質 ○ 改善勧告 － 上澄水の返送業務

⑤脱水ケーキの再生利用 ○ ○ ○（不法投棄のみ） 脱水ケーキの再生利用業務

⑥維持管理業務の適切な遂行 ○ 改善勧告
－ 新設施設及び濃縮施設の維

持管理・運営業務

２  入札手続の概要

　　本件事業の事業者の選定は、総合評価一般競争入札方式（「地方自治法施行令」（昭和 22 年政

令第 16 号）第 167 条の 10 の 2）によるものとします。

 (1)  入札スケジュール

入札公告 平成 15年 4月 11日（金）

入札説明会及び現場説明会 平成 15年 4月 23日（水）

質問受付 平成 15年 4月 28日（月）～30日（水）

回答の公表 平成 15年 5月 28日（水）

参加表明書、資格確認申請書等の提出 平成 15年 6月  4日（水）～ 5日（木）

資格確認通知 平成 15年 6月 20日（金）

入札参加資格がないと認めた理由の説明要求書の提出 平成 15年 6月 23日（月）～25日（水）

入札参加資格がないと認めた理由の回答 平成 15年 7月 ４日（金）

入札書類の提出 平成 15年 7月 25日（金）

審査結果の公表（優秀提案の選出、落札者の決定） 平成 15年 11月上旬（予定）

基本協定締結 平成 15年 11月中旬（予定）

特定事業契約締結 平成 15年 12月    （予定）
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 (2)  入札手順

      

　　　　　　　　　　　　入札書を含む入札書類すべてが揃っていない場合は失格となります。

　　　　　　　　　　　　県企業庁が設定した予定価格を超えている場合は失格となります。なお、

すべての入札参加者が予定価格を超えている場合でも、再度入札（２回目）

は行ないません。

                                            提案内容が業務要求水準をすべて満たしていること

を確認します。

                                             

                                            ①サービス購入料、②事業の安全性、③設計・建設

及び施設能力、④排水処理業務、⑤脱水ケーキの再

生利用、⑥環境配慮及び⑦提案全般に関する総合評

価の各項目について、提案数値比較によるものの他、

内容に応じて２～５段階等で評価します。

　　なお、入札手続の詳細は、次の第３章を参照してください。

第３章第３章第３章第３章        入札手続入札手続入札手続入札手続

  県企業庁の「特定調達契約に係る入札公告」に基づく一般競争入札については、関係法令に定

めるもののほか、この入札説明書（別添資料を含む。以下「本件入札説明書」という。）によるも

のとします。記載に当たっては、一覧性を重視したため、入札公告記載事項と重複している部分

がありますが、完全に重複している部分については、太字（文字強調）表示としております。

  なお、本件入札説明書は、平成 14 年 8 月 1 日に公表した実施方針等（特定事業契約書（素案）、

業務要求水準書（案）及び実施方針Ｑ＆Ａ等を含む。）並びに実施方針等に対する質問への回答（平

成 14 年 10 月 18 日公表）及び意見招請（平成 14 年 10 月 22 日に開催した意見交換会及び平成 15

年２月 12 日に公表した事業者ヒアリング結果を含む。）（以下「既公表資料」という。）を反映し

たものであり、本件入札説明書と既公表資料に相違がある場合には、本件入札説明書の規定内容

が優先するものとします。また、本件入札説明書に記載がない事項については、既公表資料及び

本件入札説明書に対する質問・回答によりますので、入札参加者は、これらを踏まえ、入札等に

必要な手続を行ってください。

入札書類の提出

入札書の開札

定量化審査

落札者選定の対象として審査を継続

基礎審査
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１  公告日  平成 15 年４月 11 日

２  入札に付する事項

  (1) 事業名事業名事業名事業名

　　　寒川浄水場排水処理施設特定事業寒川浄水場排水処理施設特定事業寒川浄水場排水処理施設特定事業寒川浄水場排水処理施設特定事業

  (2) 事業場所事業場所事業場所事業場所

　　　神奈川県高座郡寒川町宮山神奈川県高座郡寒川町宮山神奈川県高座郡寒川町宮山神奈川県高座郡寒川町宮山 4058405840584058 番番番番 6666 他他他他（寒川浄水場内）（寒川浄水場内）（寒川浄水場内）（寒川浄水場内）

事業場所の概要

建設用地 高座郡寒川町宮山 4058 番 6 他（寒川浄水場内）
敷地面積 約 11,600 ㎡
用途地域 準工業地域
建ぺい率 60％
容積率 200％

新設施設

防火地域等 準防火地域
濃縮施設 敷地面積 約 12,000 ㎡

新設施設用地及び濃縮施設の
敷地について

所  有  者：神奈川県
管  理  者：県企業庁
財産の種類：行政資産

      備考：新設施設の建設用地には、旧第一浄水場の沈殿池やろ過池等の遺構が存在するが、脱水機棟

の建設に係る部分については、平成 16 年 6 月 30 日までの間に県企業庁が撤去します。

  (3) 事業概要

　　　本件事業はＰＦＩ法第６条に基づき選定された事業として、本件入札説明書で定める総合

評価の方法で落札者とされた者が、本件事業を遂行することを目的とする特定目的会社（本

件入札説明書において、「ＰＦＩ事業者」という。ただし、本章「10  特定目的会社の設立」

を除く。）を設立し、当該ＰＦＩ事業者が落札者とされた者の提案に基づき、ＢＴＯ（Build

–Transfer–Operate）方式により、新設施設の設計及び建設等を行い、当該施設の完成・引

渡し後に新設施設及び濃縮施設の維持管理・運営業務を行うとともに、併せて排水処理に伴

い発生する脱水ケーキの全量再生利用及び上澄水の返送業務を行うものです。

　　　本件事業の主な業務は以下のとおりですが、詳細な業務内容については、業務要求水準書

及び特定事業契約書を参照してください。

             アアアア        新設施設の設計及び建設等業務新設施設の設計及び建設等業務新設施設の設計及び建設等業務新設施設の設計及び建設等業務（その他新設施設及び濃縮施設の維持管理（その他新設施設及び濃縮施設の維持管理（その他新設施設及び濃縮施設の維持管理（その他新設施設及び濃縮施設の維持管理・運営のため、・運営のため、・運営のため、・運営のため、

新設施設の運営開始前に必要な工事等を含む。）新設施設の運営開始前に必要な工事等を含む。）新設施設の運営開始前に必要な工事等を含む。）新設施設の運営開始前に必要な工事等を含む。）

　　　　ＰＦＩ事業者は、新設施設の設計、監理及び建設並びにこれらを実施する上で必要な産

業廃棄物処理施設置許可申請、建築確認申請等の許認可手続及びその他必要な調査等を行

ってください。

        なお、濃縮施設については、事業者が必要に応じて改良・改修等を行うものですが、こ

の場合は、現行の排水処理業務に支障をきたさないよう注意する他、業務要求水準書に定

める条件に従ってください。

                イイイイ        新設施設及び濃縮施設の維持管理新設施設及び濃縮施設の維持管理新設施設及び濃縮施設の維持管理新設施設及び濃縮施設の維持管理・・・・運営運営運営運営業務業務業務業務（維持管理（維持管理（維持管理（維持管理・・・・運営運営運営運営業務には、業務には、業務には、業務には、清掃、清掃、清掃、清掃、保守管保守管保守管保守管
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理理理理（（（（点検、保守、修理、交換、改良点検、保守、修理、交換、改良点検、保守、修理、交換、改良点検、保守、修理、交換、改良その他一切の管理業務）の他その他一切の管理業務）の他その他一切の管理業務）の他その他一切の管理業務）の他、修繕及び機器、修繕及び機器、修繕及び機器、修繕及び機器更新更新更新更新を含を含を含を含

む。）む。）む。）む。）

　　　　ＰＦＩ事業者は、完成・引渡し（所有権移転業務）後の新設施設及び既存の濃縮施設を

含めた排水処理施設全体の維持管理・運営を行ってください。ただし、ＰＦＩ事業者が使

用しない既存濃縮施設についてはこの限りでありません。

                ウウウウ        脱水ケーキの再生利用業務脱水ケーキの再生利用業務脱水ケーキの再生利用業務脱水ケーキの再生利用業務

　　　　ＰＦＩ事業者は、排水処理に伴い発生する脱水ケーキの全量を再生利用します。

                エエエエ        上澄水の返送業務上澄水の返送業務上澄水の返送業務上澄水の返送業務

　　　　ＰＦＩ事業者は、濁度 10 度以下の上澄水を浄水場へ返送します。

　【第三者賠償保険の付保】

　　　事業期間中はＰＦＩ事業者（建設期間中は担当企業でも可。）が次の補償限度額を条件とす

る第三者賠償保険の付保を行ってください。

      対人  １人１億円以上、１事故当たり 10 億円以上

      対物  １事故当たり 10 億円以上

 (4)  提供される業務の要求水準

　　　業務要求水準書によるものとします。

 (5)  事業期間等

    ア  事業期間事業期間事業期間事業期間

　　　　本契約締結日から平成本契約締結日から平成本契約締結日から平成本契約締結日から平成 38383838 年年年年 3333 月月月月 31313131 日まで日まで日まで日まで

        なお､(3)に掲げる業務範囲ごとの事業期間は次のとおりです。

          「ア  新設施設の設計及び建設等業務」（必要な許認可の取得を含む。）

            本契約締結～平成 18 年 3 月 31 日

          「イ  新設施設及び濃縮施設の維持管理・排水処理業務、ウ  脱水ケーキの再生利用

業務  及び  エ  上澄水の返送業務」

            平成 18 年 4 月 1 日～平成 38 年 3 月 31 日（維持管理･運営期間 20 年）

            なお、新設施設等の引渡し及び所有権移転日は、平成 18 年 4 月 1 日とします。

    イ  契約等の締結（予定）

　    ①  基本協定締結　　　　　　　平成 15 年 11 月中旬

　    ②  特定事業契約締結　　　　　平成 15 年 12 月

　 （ ③  金融機関との直接協定締結　平成 16 年 3 月まで　）

 (6)  事業期間終了時の条件

　　　本件事業の終了時には、業務要求水準書に示す条件を保持している必要があります。

 (7)  総合評価による一般競争入札

　　　本件事業の事業者の選定は、総合評価一般競争入札方式（地方自治法施行令第 167 条の 10

の 2）によるものとします。

　　　なお、本件事業はＷＴＯ政府調達協定の対象であり、「地方公共団体の物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める政令」（平成 7年政令第 372 号）が適用されます。
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 (8)  支払条件等

　　　付属資料１「県企業庁が事業者に支払うサービス購入料について」を参照してください。

　　　なお、県企業庁は、「地方自治法」（昭和 22 年第 67 号）第 214 条に基づき設定した債務負

担行為の範囲内で、本件事業に必要なサービス購入料を 20 年間にわたり支払います。

３３３３        入札に参加する者に必要な資格入札に参加する者に必要な資格入札に参加する者に必要な資格入札に参加する者に必要な資格

　　入札に参加する者は、次に掲げる要件を満たす者であることを要します。入札に参加する者は、次に掲げる要件を満たす者であることを要します。入札に参加する者は、次に掲げる要件を満たす者であることを要します。入札に参加する者は、次に掲げる要件を満たす者であることを要します。

 (1)  (1)  (1)  (1) 基本的要件基本的要件基本的要件基本的要件

　　アアアア        入札参加者は、本件事業に係る業務に携わることを予定する単体企業入札参加者は、本件事業に係る業務に携わることを予定する単体企業入札参加者は、本件事業に係る業務に携わることを予定する単体企業入札参加者は、本件事業に係る業務に携わることを予定する単体企業（以下（以下（以下（以下「応募企業」「応募企業」「応募企業」「応募企業」

という。）又は複数の企業によって構成されるグループという。）又は複数の企業によって構成されるグループという。）又は複数の企業によって構成されるグループという。）又は複数の企業によって構成されるグループ（以下（以下（以下（以下「応募グループ」という。）「応募グループ」という。）「応募グループ」という。）「応募グループ」という。）

であることを要します。であることを要します。であることを要します。であることを要します。

　　　　なお、応募グループにあっては、あらかじめ代表企業を選定し、代表企業名で入札手続なお、応募グループにあっては、あらかじめ代表企業を選定し、代表企業名で入札手続なお、応募グループにあっては、あらかじめ代表企業を選定し、代表企業名で入札手続なお、応募グループにあっては、あらかじめ代表企業を選定し、代表企業名で入札手続

きを行うこととします。きを行うこととします。きを行うこととします。きを行うこととします。

　　イイイイ        入札参加者は、入札参加者は、入札参加者は、入札参加者は、４(2)に掲げる参加表明書等において、本件事業に係る業務に携わる応募に掲げる参加表明書等において、本件事業に係る業務に携わる応募に掲げる参加表明書等において、本件事業に係る業務に携わる応募に掲げる参加表明書等において、本件事業に係る業務に携わる応募

企業、応募グループの各構成員又は協力企業企業、応募グループの各構成員又は協力企業企業、応募グループの各構成員又は協力企業企業、応募グループの各構成員又は協力企業（協力企業とは、応募企業又は応募グループ（協力企業とは、応募企業又は応募グループ（協力企業とは、応募企業又は応募グループ（協力企業とは、応募企業又は応募グループ

の構成員以外の者で、事業開始後、ＰＦＩ事業者から本件事業の業務を直接受託し、又はの構成員以外の者で、事業開始後、ＰＦＩ事業者から本件事業の業務を直接受託し、又はの構成員以外の者で、事業開始後、ＰＦＩ事業者から本件事業の業務を直接受託し、又はの構成員以外の者で、事業開始後、ＰＦＩ事業者から本件事業の業務を直接受託し、又は

請負うことを予定している者をいう。）の企業名及び携わる業務等を明らかにすることを請負うことを予定している者をいう。）の企業名及び携わる業務等を明らかにすることを請負うことを予定している者をいう。）の企業名及び携わる業務等を明らかにすることを請負うことを予定している者をいう。）の企業名及び携わる業務等を明らかにすることを

要します。要します。要します。要します。

　　　　なお、応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業のうちの一者が、本件事業に係なお、応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業のうちの一者が、本件事業に係なお、応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業のうちの一者が、本件事業に係なお、応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業のうちの一者が、本件事業に係

る複数の業務を兼ねて実施することは妨げないものとし、また、各業務については、業務る複数の業務を兼ねて実施することは妨げないものとし、また、各業務については、業務る複数の業務を兼ねて実施することは妨げないものとし、また、各業務については、業務る複数の業務を兼ねて実施することは妨げないものとし、また、各業務については、業務

範囲を明確にした上で応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業の間で分担するこ範囲を明確にした上で応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業の間で分担するこ範囲を明確にした上で応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業の間で分担するこ範囲を明確にした上で応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業の間で分担するこ

とは差し支えありません。とは差し支えありません。とは差し支えありません。とは差し支えありません。

 (2)   (2)   (2)   (2)  応募企業及び応募グループの各構成員に共通の参加資格要件応募企業及び応募グループの各構成員に共通の参加資格要件応募企業及び応募グループの各構成員に共通の参加資格要件応募企業及び応募グループの各構成員に共通の参加資格要件

                アアアア        地方自治法地方自治法地方自治法地方自治法施行令第施行令第施行令第施行令第 167167167167 条の条の条の条の 4444 の規定に該当しない者であること。の規定に該当しない者であること。の規定に該当しない者であること。の規定に該当しない者であること。

                イイイイ        県の指名停止措置を受けていない者であること。県の指名停止措置を受けていない者であること。県の指名停止措置を受けていない者であること。県の指名停止措置を受けていない者であること。

　　ウ　　ウ　　ウ　　ウ        ４ (2)オで定める入札参加資格の確認基準日で定める入札参加資格の確認基準日で定める入札参加資格の確認基準日で定める入札参加資格の確認基準日（以下（以下（以下（以下「確認基準日」という。）において、「確認基準日」という。）において、「確認基準日」という。）において、「確認基準日」という。）において、

債務の不履行があり、所有する資産に対し、仮差押え、保全差押え又は差押えの命令及び債務の不履行があり、所有する資産に対し、仮差押え、保全差押え又は差押えの命令及び債務の不履行があり、所有する資産に対し、仮差押え、保全差押え又は差押えの命令及び債務の不履行があり、所有する資産に対し、仮差押え、保全差押え又は差押えの命令及び

競売手続の開始決定がなされていない者であること。競売手続の開始決定がなされていない者であること。競売手続の開始決定がなされていない者であること。競売手続の開始決定がなされていない者であること。

　　エ　　エ　　エ　　エ        確認基準日において、事業税確認基準日において、事業税確認基準日において、事業税確認基準日において、事業税及び及び及び及び消費税を滞納していない者であること。消費税を滞納していない者であること。消費税を滞納していない者であること。消費税を滞納していない者であること。

　　オ　　オ　　オ　　オ        確認基準日前２年以内に、銀行取引停止処分を受けた者でないこと。ただし、会社更生確認基準日前２年以内に、銀行取引停止処分を受けた者でないこと。ただし、会社更生確認基準日前２年以内に、銀行取引停止処分を受けた者でないこと。ただし、会社更生確認基準日前２年以内に、銀行取引停止処分を受けた者でないこと。ただし、会社更生

手続き開始又は民事再生手続き開始の申立てを行った者が、更生計画の開始決定又は再生手続き開始又は民事再生手続き開始の申立てを行った者が、更生計画の開始決定又は再生手続き開始又は民事再生手続き開始の申立てを行った者が、更生計画の開始決定又は再生手続き開始又は民事再生手続き開始の申立てを行った者が、更生計画の開始決定又は再生

計画の開始決定を受けた後、再度の競争入札参加資格申請を行い、競争入札参加資格の再計画の開始決定を受けた後、再度の競争入札参加資格申請を行い、競争入札参加資格の再計画の開始決定を受けた後、再度の競争入札参加資格申請を行い、競争入札参加資格の再計画の開始決定を受けた後、再度の競争入札参加資格申請を行い、競争入札参加資格の再

認定を受けたときを除く。認定を受けたときを除く。認定を受けたときを除く。認定を受けたときを除く。

　　　　　　　　カカカカ        県企業庁が本件事業について、金融、法務、技術等に関する検討を委託するアドバイザ県企業庁が本件事業について、金融、法務、技術等に関する検討を委託するアドバイザ県企業庁が本件事業について、金融、法務、技術等に関する検討を委託するアドバイザ県企業庁が本件事業について、金融、法務、技術等に関する検討を委託するアドバイザ

リー契約を締結している企業又はこれらと資本面若しくは人事面において関係がリー契約を締結している企業又はこれらと資本面若しくは人事面において関係がリー契約を締結している企業又はこれらと資本面若しくは人事面において関係がリー契約を締結している企業又はこれらと資本面若しくは人事面において関係がないないないない者者者者

でででであるあるあるあること。こと。こと。こと。

　　　　なお、当該アドバイザリー契約を締結している企業は財団法人日本経済研究所なお、当該アドバイザリー契約を締結している企業は財団法人日本経済研究所なお、当該アドバイザリー契約を締結している企業は財団法人日本経済研究所なお、当該アドバイザリー契約を締結している企業は財団法人日本経済研究所（同協力（同協力（同協力（同協力
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会社等として株式会社日水コン、アンダーソン会社等として株式会社日水コン、アンダーソン会社等として株式会社日水コン、アンダーソン会社等として株式会社日水コン、アンダーソン・毛利法律事務所）です。・毛利法律事務所）です。・毛利法律事務所）です。・毛利法律事務所）です。

 (3)   (3)   (3)   (3)  応募企業及び応募グループの代表企業に共通の参加資格要件応募企業及び応募グループの代表企業に共通の参加資格要件応募企業及び応募グループの代表企業に共通の参加資格要件応募企業及び応募グループの代表企業に共通の参加資格要件

　　　神奈川県競争入札参加資格者名簿神奈川県競争入札参加資格者名簿神奈川県競争入札参加資格者名簿神奈川県競争入札参加資格者名簿（物件の買入れ（物件の買入れ（物件の買入れ（物件の買入れ・物件の借入れ・物件の借入れ・物件の借入れ・物件の借入れ・一般業務の請負等）に・一般業務の請負等）に・一般業務の請負等）に・一般業務の請負等）に

おいて営業種目として物件の買入れ中おいて営業種目として物件の買入れ中おいて営業種目として物件の買入れ中おいて営業種目として物件の買入れ中「建物」に登録されている者及びその営業を継承した「建物」に登録されている者及びその営業を継承した「建物」に登録されている者及びその営業を継承した「建物」に登録されている者及びその営業を継承した

と認められた者であること。と認められた者であること。と認められた者であること。と認められた者であること。

 (4) (4) (4) (4)　入札参加資格者名簿への登録手続き　入札参加資格者名簿への登録手続き　入札参加資格者名簿への登録手続き　入札参加資格者名簿への登録手続き

　　　神奈川県競争入札参加資格者名簿に登録されていない者で入札に参加しようとする者は、神奈川県競争入札参加資格者名簿に登録されていない者で入札に参加しようとする者は、神奈川県競争入札参加資格者名簿に登録されていない者で入札に参加しようとする者は、神奈川県競争入札参加資格者名簿に登録されていない者で入札に参加しようとする者は、

所定の競争入札参加資格申請書に必要事項を記載の上、平成所定の競争入札参加資格申請書に必要事項を記載の上、平成所定の競争入札参加資格申請書に必要事項を記載の上、平成所定の競争入札参加資格申請書に必要事項を記載の上、平成 15151515 年５月年５月年５月年５月 16161616 日日日日（金）まで（金）まで（金）まで（金）まで（土（土（土（土

曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前 9999 時から正午まで及び午後時から正午まで及び午後時から正午まで及び午後時から正午まで及び午後 1111 時から午後時から午後時から午後時から午後 5555 時までに時までに時までに時までに

神奈川県出納局総務課指名担当神奈川県出納局総務課指名担当神奈川県出納局総務課指名担当神奈川県出納局総務課指名担当（横浜市中区日本大通１（横浜市中区日本大通１（横浜市中区日本大通１（横浜市中区日本大通１　　　　電話電話電話電話（（（（045045045045））））210210210210－－－－6721672167216721）へ持参し）へ持参し）へ持参し）へ持参し

てください。てください。てください。てください。なお、郵送、ＦＡＸ、なお、郵送、ＦＡＸ、なお、郵送、ＦＡＸ、なお、郵送、ＦＡＸ、Ｅメールによるものは受け付けません。Ｅメールによるものは受け付けません。Ｅメールによるものは受け付けません。Ｅメールによるものは受け付けません。

 (5)   (5)   (5)   (5)  設計業務及び建設業務に係る要件設計業務及び建設業務に係る要件設計業務及び建設業務に係る要件設計業務及び建設業務に係る要件

　　　設計業務及び建設業務を実際に担当する者設計業務及び建設業務を実際に担当する者設計業務及び建設業務を実際に担当する者設計業務及び建設業務を実際に担当する者（応募グループの構成員であるか協力企業であ（応募グループの構成員であるか協力企業であ（応募グループの構成員であるか協力企業であ（応募グループの構成員であるか協力企業であ

るかは問わない。ただし、協力企業の場合は、当該企業がるかは問わない。ただし、協力企業の場合は、当該企業がるかは問わない。ただし、協力企業の場合は、当該企業がるかは問わない。ただし、協力企業の場合は、当該企業が(2)(2)(2)(2)のイのイのイのイ及びカ及びカ及びカ及びカの要件を満たすこと。）の要件を満たすこと。）の要件を満たすこと。）の要件を満たすこと。）

は、以下の要件を満たしていなければなは、以下の要件を満たしていなければなは、以下の要件を満たしていなければなは、以下の要件を満たしていなければなりませんりませんりませんりません。。。。

                アアアア        設計業務を担当する者は、建築士法設計業務を担当する者は、建築士法設計業務を担当する者は、建築士法設計業務を担当する者は、建築士法（昭和（昭和（昭和（昭和 25252525年法律第年法律第年法律第年法律第 202202202202号）号）号）号）第第第第 23232323 条の規定に基づく条の規定に基づく条の規定に基づく条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っている者であること。一級建築士事務所の登録を行っている者であること。一級建築士事務所の登録を行っている者であること。一級建築士事務所の登録を行っている者であること。

                イイイイ        建設業務を担当する者は、次の要件を満たしていること。ただし、複数者で施工する場建設業務を担当する者は、次の要件を満たしていること。ただし、複数者で施工する場建設業務を担当する者は、次の要件を満たしていること。ただし、複数者で施工する場建設業務を担当する者は、次の要件を満たしていること。ただし、複数者で施工する場

合は、建設業務を担当する者の代表者が基準を満たしていればよいものとする。合は、建設業務を担当する者の代表者が基準を満たしていればよいものとする。合は、建設業務を担当する者の代表者が基準を満たしていればよいものとする。合は、建設業務を担当する者の代表者が基準を満たしていればよいものとする。

     (     (     (     (ｱｱｱｱ)  )  )  )  建設業法建設業法建設業法建設業法（昭和（昭和（昭和（昭和 24242424 年法律第年法律第年法律第年法律第 100100100100 号）号）号）号）第第第第 3333 条第条第条第条第 1111 項の規定に基づく、土木一式工事及項の規定に基づく、土木一式工事及項の規定に基づく、土木一式工事及項の規定に基づく、土木一式工事及

び建築一式工事にび建築一式工事にび建築一式工事にび建築一式工事に係る係る係る係る特定建設業の許可を受けていること。特定建設業の許可を受けていること。特定建設業の許可を受けていること。特定建設業の許可を受けていること。

     (     (     (     (ｲｲｲｲ)  )  )  )  入札の入札の入札の入札の 1111 年年年年 7777 月前の日の直後の営業年度終了の日以降に、土木一式工事及び建築一式月前の日の直後の営業年度終了の日以降に、土木一式工事及び建築一式月前の日の直後の営業年度終了の日以降に、土木一式工事及び建築一式月前の日の直後の営業年度終了の日以降に、土木一式工事及び建築一式

工事に工事に工事に工事に係る係る係る係る建設業法第建設業法第建設業法第建設業法第 27272727 条の条の条の条の 23232323 第第第第 1111 項に定める経営事項審査を受けた者であること。項に定める経営事項審査を受けた者であること。項に定める経営事項審査を受けた者であること。項に定める経営事項審査を受けた者であること。

 ( ( ( (6666)  )  )  )  入札参加に当たっての留意事項入札参加に当たっての留意事項入札参加に当たっての留意事項入札参加に当たっての留意事項

                        応募企業及び応募グループの各構成員のいずれかの企業は他の応募グループの一員とな応募企業及び応募グループの各構成員のいずれかの企業は他の応募グループの一員とな応募企業及び応募グループの各構成員のいずれかの企業は他の応募グループの一員とな応募企業及び応募グループの各構成員のいずれかの企業は他の応募グループの一員とな

ることはできません。ただし、維持管理ることはできません。ただし、維持管理ることはできません。ただし、維持管理ることはできません。ただし、維持管理・運営業務・運営業務・運営業務・運営業務等等等等のののの業務のうち、業者数が限定され、重業務のうち、業者数が限定され、重業務のうち、業者数が限定され、重業務のうち、業者数が限定され、重

複せざるを得ないものなど特殊な業務については、応募グループの構成員となった企業が同複せざるを得ないものなど特殊な業務については、応募グループの構成員となった企業が同複せざるを得ないものなど特殊な業務については、応募グループの構成員となった企業が同複せざるを得ないものなど特殊な業務については、応募グループの構成員となった企業が同

時に他の応募グループにおける当該業務の協力企業又は再委託先時に他の応募グループにおける当該業務の協力企業又は再委託先時に他の応募グループにおける当該業務の協力企業又は再委託先時に他の応募グループにおける当該業務の協力企業又は再委託先（再委託先とは、応募企業、

応募グループ構成員又は協力企業以外の者で、本件事業の業務に携わる者をいう。ただし、

融資企業等を除く。）となることは可能とします。となることは可能とします。となることは可能とします。となることは可能とします。

　　　なお、自らが参加した応募グループがなお、自らが参加した応募グループがなお、自らが参加した応募グループがなお、自らが参加した応募グループが落札者落札者落札者落札者として選定されなかった場合には、県企業庁として選定されなかった場合には、県企業庁として選定されなかった場合には、県企業庁として選定されなかった場合には、県企業庁

ががががＰＦＩ事業者とＰＦＩ事業者とＰＦＩ事業者とＰＦＩ事業者と特定事業契約を締結後、ＰＦＩ事業者に協力することができます。特定事業契約を締結後、ＰＦＩ事業者に協力することができます。特定事業契約を締結後、ＰＦＩ事業者に協力することができます。特定事業契約を締結後、ＰＦＩ事業者に協力することができます。

４  入札参加手続

  (1)  入札説明書に関する事項

    ア  入札説明書の閲覧

     (ｱ)  閲覧期間　　平成 15 年４月 11 日（金）～平成 15 年５月 16 日（金）
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　　　　　　　　　　　（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く）

　　 (ｲ)  閲覧時間　　午前９時～正午及び午後１時～午後５時

　　 (ｳ)  閲覧場所　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班

　　　　　　　　　　　横浜市中区日本大通１　県庁新庁舎 10 階

　　　　　　　　　　　電話（045）210－7274（直通）（045）210－1111（代表）内線 7274～7276

　　　　なお、原則として入札説明書の配布はしないので、必要に応じて神奈川県のホームペーなお、原則として入札説明書の配布はしないので、必要に応じて神奈川県のホームペーなお、原則として入札説明書の配布はしないので、必要に応じて神奈川県のホームペーなお、原則として入札説明書の配布はしないので、必要に応じて神奈川県のホームペー

ジからダウンロードしてください。ただし、既存施設関係図面の一部ジからダウンロードしてください。ただし、既存施設関係図面の一部ジからダウンロードしてください。ただし、既存施設関係図面の一部ジからダウンロードしてください。ただし、既存施設関係図面の一部等等等等については、閲覧については、閲覧については、閲覧については、閲覧

場所において配布できます。場所において配布できます。場所において配布できます。場所において配布できます。

　　　　配布可能対象図面  業務要求水準書  別図１～２及び添付資料３～８（ただし、Ａ３版

のみの配布となります。）

　　　　生活環境影響調査業務委託報告書  資料編（報告書本編については、データで提供可能）

        県ホームページ  http://www.pref.kanagawa.jp/sosiki/kigyouchou/3154/index.htm

　　イ  関係資料の有償頒布

　　　　平成 14 年 8 月 23 日（金）に、本件事業の実施に必要となる図面、修繕履歴等の有償頒

布を行いましたが、再度、同じ資料の有償頒布を行います。（詳細は、実施方針（別紙１）

「有償頒布のお知らせ」参照。）

　　　 (ｱ)　申込期間　　　平成 15 年４月 14 日（月）～４月 22 日（火）（必着）

　　　 (ｲ)　有償頒布　　　平成 15 年５月 14 日（水）

　  ウ  入札説明会及び現場説明会

　　　 (ｱ)　日    時　平成 15 年４月 23 日（水）13 時 30 分～16 時 30 分

　　　 (ｲ)　場    所　寒川浄水場　第３浄水場本館３階大会議室（寒川町宮山 4271）

　　　　　      （電話０４６７－７５－１０５６（代表））

　　　　　　　　　　　入札説明会の終了後、引き続き濃縮施設及び新設施設等の建設用地の現

                    場説明会を行います。（現地写真撮影可。）

　　　 (ｳ) 申込期日　平成 15 年４月 18 日（金）午後５時まで（必着）

　　　 (ｴ) 申込方法　「入札説明会参加申込書」（付属資料様式１）に必要事項を記入の上、

                   Ｅメール又はＦＡＸにより神奈川県企業庁水道局浄水課水質班あてに申し

                   込んでください。（電話での申し込みは不可とします。）

                   Ｅメールアドレス：ki-josui.3154@pref.kanagawa.jp

　　　　　　　　　 ＦＡＸ番号（０４５）２１０－８９０３

　　　 (ｵ) 注意事項

　　　　　ａ  説明会当日は、本件入札説明書は配布しないので、神奈川県のホームページから

ダウンロードして持参してください。

　　　　　ｂ　事前に申し込まずに、当日来場しても説明会には参加できません。

　　　　　ｃ　現場説明会のみの参加は不可とします。

　　　 (ｶ)　説明会会場への交通

　　　　　　ＪＲ相模線「宮山駅」から徒歩 10 分程度。なお、車での来場はできません。
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　　エ  現況調査

　　　　新設施設等の建設用地、既存施設の状態等の現況調査を希望する場合は、「現況調査実

　　　施申込書」（付属資料様式２）に必要事項を記入の上、Ｅメール又はＦＡＸにより神奈川

　　　県企業庁水道局浄水課水質班あてに申し込んでください。（電話での申し込みは不可とし

　　　ます。）

　　　　なお、脱水実験に使用する汚泥等の提供を求める場合には、「寒川浄水場排水処理施設更

新等事業実施方針等に関する質問への回答」の別紙１により、申し込んでください。

　  オ  質問及び回答

　　　　本件入札説明書に記載している内容に対する質問事項がある場合は、質疑応答を以下の

とおり行います。なお、本件入札説明書の内容は変更しません。

　　　 (ｱ)　質問の方法　　添付資料一覧（Ｐ25）に記載する資料ごとに質問の内容を簡潔にま

とめ、「入札説明書等に関する質問書」（付属資料様式３）に記入し提

出してください。（質問内容と様式が一致するよう留意のこと。）。

　　　 (ｲ)　受付期間　　　平成 15 年４月 28 日（月）～４月 30 日（水）

　　　 (ｳ)　提出方法　　　Ｅメールにより提出してください。

　　　　　　　　　　　　（ソフトは Word97(Windows 版)対応とします。）

　　　 (ｴ)　提出先　　　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班

　　　 (ｵ)　回答　　　　　平成 15 年５月 28 日（水）から神奈川県のホームページに登載する

とともに、回答書を閲覧に供します。なお、質問及び質問者について

も併せて公表します。

　　　　 ａ  閲覧日　　　平成 15 年５月 28 日（水）～平成 15 年７月４日（金）

　　　　　　　　　　　　（ただし、土曜日及び日曜日を除く。）

　       ｂ  閲覧時間　　午前９時～正午及び午後１時～午後５時

　　　　 ｃ  閲覧場所　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班

　     (ｶ)　その他　　　　再質問については認められません。

 (2)  入札参加資格の確認

      入札に参加しようとする者は、本件入札に参加することを表明し、３に掲げる入札に参加

する者に必要な資格を有することを証明するため、以下のとおり参加表明書、一般競争入札

参加資格申請書及び資格確認資料（以下「参加表明書等」という。）を提出し入札参加資格の

確認を受けることを要します。

      なお、期限までに参加表明書等を提出しない者及び入札参加資格がないとされた者は本件

入札に参加することはできません。

    ア  参加表明書等の受付期間、場所及び方法

　 　(ｱ)　受付期間　　　平成 15 年６月４日（水）～平成 15 年６月５日（木）

　　  　  　　　　　　　午前 9時～正午及び午後 1時～午後 5時（厳守）

　　 (ｲ)  受付場所　　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班

     (ｳ)  提出方法　　　参加表明書等の提出は、受付場所へ持参することにより行うものとし、
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　　  　  　　　　　　　郵送、ＦＡＸ又はＥメールによる提出は認められません。

　　 (ｴ)　入札参加資格の確認基準日　　平成入札参加資格の確認基準日　　平成入札参加資格の確認基準日　　平成入札参加資格の確認基準日　　平成 15151515 年６月年６月年６月年６月５日５日５日５日（（（（木木木木））））

    イ  参加表明書等は、別添「寒川浄水場排水処理施設特定事業  様式集及び記載要領」

      （以下「様式集」という。）に定めるところに従い作成してください。

    ウ  資格確認結果の通知

  　　　入札参加資格の確認結果通知は、参加表明書等を提出した者に対して、書面により平成

15 年６月 20 日（金）までに発送します。

    エ  入札参加資格がないとされた場合の扱い

　　　　入札参加資格の確認により、入札参加資格がないとされた者は、参加資格がないと判断

された理由について、書面により次のとおり説明を求めることができます。

　 　(ｱ)　提出日時　　　平成 15 年６月 23 日（月）～６月 25 日（水）

　　　　　　　　　　　　午前 9時～正午及び午後 1時～午後 5時（厳守）

　　 (ｲ)  提出方法　　　説明要求の書面（様式自由）を持参してください。郵送、ＦＡＸ及び

Ｅメールによる提出は認められません。

　　 (ｳ)  提出場所　　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班

　　　　説明要求があった場合は、平成 15 年７月４日（金）までに回答します。

    オ  入札参加資格確認後は、応募企業、応募グループの各構成員又はＰＦＩ事業者から設計

業務又は建設業務を直接受託する協力企業の変更及び追加並びに携わる予定業務の変更は

認めません。

        ただし、やむを得ない事情（指名停止等に該当する場合を除く。）が生じ、代表企業以外

の応募グループの各構成員又は協力企業を入札書提出日までに変更又は追加しようとする

者にあっては、入札日の７日前まで県企業庁と協議を行い、県企業庁の承諾を得るととも

に、変更又は追加後において３に掲げる入札に参加する者に必要な資格を有することを証

明できる場合に限り、代表企業以外の応募グループの各構成員又は協力企業を変更及び追

加並びに携わる予定業務の変更をすることができます。

        なお、この場合においては、速やかに変更後の該当様式を提出してください。

    カ  入札参加を辞退する場合

　　　　参加表明以後、応募者が入札（提案書の提出）を辞退する場合は、入札辞退届（様式２）

を平成 15 年７月 24 日（木）までに神奈川県企業庁水道局浄水課水質班あてに提出してく

ださい。

    キ　入札参加資格を有するとの確認を受けた者が、入札日において､入札参加資格を有するとの確認を受けた者が、入札日において､入札参加資格を有するとの確認を受けた者が、入札日において､入札参加資格を有するとの確認を受けた者が、入札日において､３の(2)で定める要件ので定める要件ので定める要件ので定める要件の

ひとつでも満たさない場合ひとつでも満たさない場合ひとつでも満たさない場合ひとつでも満たさない場合（以下（以下（以下（以下「指名停止等に該当する場合」という。）は、入札に参「指名停止等に該当する場合」という。）は、入札に参「指名停止等に該当する場合」という。）は、入札に参「指名停止等に該当する場合」という。）は、入札に参

加することはできません。加することはできません。加することはできません。加することはできません。

　　　　なお、入札日以降落札者の決定日までに、入札を行った者が、指名停止等に該当する場なお、入札日以降落札者の決定日までに、入札を行った者が、指名停止等に該当する場なお、入札日以降落札者の決定日までに、入札を行った者が、指名停止等に該当する場なお、入札日以降落札者の決定日までに、入札を行った者が、指名停止等に該当する場

合には、当該入札参加者は失格とします。合には、当該入札参加者は失格とします。合には、当該入札参加者は失格とします。合には、当該入札参加者は失格とします。

    ク  その他

　　　(ｱ)　参加表明書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。
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(ｲ) 県企業庁は、提出された参加表明書等を入札参加資格の確認以外に提出者に無断で

   使用しません。

(ｳ) オただし書に該当する場合を除き、提出期限経過後における参加表明書等の差し替

   え及び再提出は認めません。

５  入札方法等

    入札参加資格の確認を受けた入札参加者は、入札書及び本件事業に関する提案内容を記載し

た審査資料（以下「入札書類」という。）を次により提出してください。

 (1) 入札書類の提出（入札書類を持参する場合）

   ア  日  時    平成 15 年７月 25 日（金）午前 10 時から午後 2時まで

   イ  場  所    神奈川県企業庁日生ビル会議室（横浜市中区本町２－22 日本生命横浜本町ビ

ル７階）

　　　なお、入札書類のうち本件事業に関する提案内容を記載した審査資料（以下「提案資料」

という。）については、様式集及び記載要領に定められた部数を提出してください。（郵送の

場合も同じ。）

 (2) 入札書類を郵送する場合

   ア  日  時    平成 15 年７月 23 日（水）（必着）

   イ  送付先    〒231-8588　横浜市中区日本大通１

　　　　　　　　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班あて

　　　　　　　　※「寒川浄水場排水処理施設特定事業入札書類在中」と朱書きの上、郵便書留

　　　　　　　　により送付してください。

 (3) 入札に当たっての留意事項

　　ア  本件入札説明書の承諾

　　　　入札参加者は、本件入札説明書の記載内容を承諾の上、入札してください。

　　イ  費用負担

　　入札書類の作成及び提出等本件入札に関し必要な費用は、すべて入札参加者の負担とし

ます。

　　ウ  入札書類の提出方法

　　　　入札書類は、様式集に定めるところにより作成し入札公告に示した時刻までに持参又は

郵送（郵便書留に限る。）してください。なお、入札書は封かんの上提出してください。

　　　　入札書類の提出に当たっては、４(2)ウに定める入札参加資格の確認結果通知書の写しを

持参しなければなりません。郵送による入札の場合も、当該写しを入札書類に同封してく

ださい。

   エ  入札代理人等

　　　　入札参加者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を様式集に定めるところに

より作成し、提出場所に持参しなければなりません。ただし、郵送による入札の場合は、

ウと同様に委任状（開札に立会う者の委任状）を入札書類に同封してください。



- 15 -

　　　　なお、入札時には身分を証明できるもの（運転免許証等）を持参してください。

   オ  入札の辞退

　　　　入札参加資格の確認を受けた入札参加者が、(1)アの入札書類の提出期限までに当該書類

を提出しない場合は、辞退したものとみなします。

　　カ  公正な入札の確保

　　　　入札参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22年法律第 54

号）に抵触する行為を行ってはなりません。また、公正に入札を執行できないと認められ

る場合又はその恐れがある場合は、当該入札参加者を参加させず又は入札の執行を延期し

若しくは取り止めることがあります。なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約

の解除等の措置をとることがあります。

　　キ  入札価格の記載等

      (ｱ)  サービス購入料の総額の事前公表の試行サービス購入料の総額の事前公表の試行サービス購入料の総額の事前公表の試行サービス購入料の総額の事前公表の試行

　　　　　本入札は、サービス購入料の総額の事前公表の試行対象であり、その総額は次のとお本入札は、サービス購入料の総額の事前公表の試行対象であり、その総額は次のとお本入札は、サービス購入料の総額の事前公表の試行対象であり、その総額は次のとお本入札は、サービス購入料の総額の事前公表の試行対象であり、その総額は次のとお

りです。りです。りです。りです。

                                    サービス購入料の総額サービス購入料の総額サービス購入料の総額サービス購入料の総額１７，２２０，７４３１７，２２０，７４３１７，２２０，７４３１７，２２０，７４３千円千円千円千円

         このこのこのこの「サービス購入料の総額」は、入札予定価格の目安となる価格であり、「サービス購入料の総額」は、入札予定価格の目安となる価格であり、「サービス購入料の総額」は、入札予定価格の目安となる価格であり、「サービス購入料の総額」は、入札予定価格の目安となる価格であり、消費税及消費税及消費税及消費税及

　　　　び地方消費税並びに物価変動率を含みません。び地方消費税並びに物価変動率を含みません。び地方消費税並びに物価変動率を含みません。び地方消費税並びに物価変動率を含みません。なお、県企業庁の算定根拠は公表しませ

　　　　ん。

     (ｲ)  入札価格の記載

　　　　　入札価格の算定については様式集の様式５－23を参照してください。なお、落札決定落札決定落札決定落札決定

に当たっては、入札書に記載された金額に、当該金額から新設施設整備費に当たっては、入札書に記載された金額に、当該金額から新設施設整備費に当たっては、入札書に記載された金額に、当該金額から新設施設整備費に当たっては、入札書に記載された金額に、当該金額から新設施設整備費（元金相当額）（元金相当額）（元金相当額）（元金相当額）

に係る支払利息を控除した金額のに係る支払利息を控除した金額のに係る支払利息を控除した金額のに係る支払利息を控除した金額の 100100100100 分の５に相当する金額を加算した金額分の５に相当する金額を加算した金額分の５に相当する金額を加算した金額分の５に相当する金額を加算した金額（当該金額（当該金額（当該金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とに１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とに１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とに１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額と

しますので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業しますので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業しますので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業しますので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積った契約希望金額から新設施設整備費者であるかを問わず、見積った契約希望金額から新設施設整備費者であるかを問わず、見積った契約希望金額から新設施設整備費者であるかを問わず、見積った契約希望金額から新設施設整備費（元金相当額）に係る（元金相当額）に係る（元金相当額）に係る（元金相当額）に係る

支払利息を控除した金額の支払利息を控除した金額の支払利息を控除した金額の支払利息を控除した金額の 105105105105 分の分の分の分の 100100100100 に相当する金額に新設施設整備費に相当する金額に新設施設整備費に相当する金額に新設施設整備費に相当する金額に新設施設整備費（元金相当額）（元金相当額）（元金相当額）（元金相当額）

に係る支払利息を加算した金額を入札書に記載することを要します。に係る支払利息を加算した金額を入札書に記載することを要します。に係る支払利息を加算した金額を入札書に記載することを要します。に係る支払利息を加算した金額を入札書に記載することを要します。

　　　　　具体的には、様式集の様式５－23 中「各回県企業庁支払額計（消費税抜き）」の行の

合計額（20年分）を記載してください。この際の計算の前提となる金利水準は、基準金

利 0.288％（東京時間午前 10時にテレレート 17143頁に発表された平成 15年 3月 3日

の TSR6ヶ月 LIBORベース 5年物（円－円）金利スワップレートの中値）に、様式 5-

16で提案したスプレッドを加えたものとし、物価変動率は見込まないものとします。

　　ク  入札執行回数

　　　　１回とします。

　　ケ  本件事業に関する提案内容を記載した審査資料の取扱い

     (ｱ)  著作権

　　　　　県企業庁が提示した参考図書等の著作権は県企業庁に帰属します。また、関する提案
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資料の著作権は入札参加者に帰属します。なお、本件事業の公表その他県企業庁が必要

と認めるときは、県企業庁は提案資料の全部又は一部を使用できるものとします。

　　　　　また、契約に至らなかった入札参加者の提案資料については、本件事業の公表以外に

使用せず、一式を除いて、落札者決定後に返却します。

     (ｲ)  特許権等

　　　　　提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づい

て保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法等を

使用した結果生じた責任は、入札参加者が負ってください。

     (ｳ)  県企業庁からの提示資料の取扱い

　　　　 県企業庁が提供する資料は、本件入札に係る検討以外の目的で使用することはできませ

ん。

     (ｴ)  複数提案の禁止

       入札参加者は、１つの提案しか行うことができません。

     (ｵ)  入札書類の変更禁止

　     入札書類の変更はできません。ただし、提案資料における誤字等の修正についてはこの

限りではありません。

　　コ  使用言語、単位及び時刻

　　　　本件入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法に定めるもの、通貨単位は円、

時刻は日本標準時とします。

　　サ  入札保証金及び契約保証金

     (ｱ)  入札保証金

　　　　　入札保証金は免除します。

     (ｲ)  契約保証金

　　　　　ＰＦＩ事業者は、契約の履行を確保するため、以下のいずれかの方法をとることとし

ます。

       ａ  契約保証金を納付する場合

　　　　　　契約保証金（新設施設整備費（本件工事費等相当額）の 100分の 10に相当する金額以

上の金額以上の金額）を納付します。なお、契約保証金は、本件工事期間中（特定事

業契約締結日から新設施設等の引渡日までをいう。）返還しません。また、利息等の付

与も行いません。

       ｂ  契約保証金の納付に代える場合

           次のいずれかの方法により、本件工事費等相当額の 100分の 10に相当する金額以上

の金額（証券の場合は額面金額）を、本件工事期間中、提供・保証することとします。

　　　　　 ・神奈川県債証券の提供

           ・国債証券の提供

           ・政府保証のある債券の提供

           ・銀行が振り出し又は支払保証をした小切手の提供
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           ・銀行又は神奈川県公営企業管理者が確実と認める金融機関による保証書の提供

       ｃ  契約保証金を免除する場合

         (a)  代表企業及びＰＦＩ事業者の株主のうち県企業庁が適当と認めるものによる保証

　　　　　　　この場合、ＰＦＩ事業者は、特定事業契約書別紙 10に記載する様式に従い県企業庁

の承認する内容の保証契約の差し入れを県企業庁に対して事前に確認し、特定事業契約

締結時に保証人をして当該保証契約を締結させるものとします。

         (b)  履行保証保険の付保

　　　　　　　この場合、県企業庁又はＰＦＩ事業者を被保険者とし、保険期間は本件工事期間中（契

約締結日から新設施設等の引渡日までをいいます。維持管理･運営期間中においては、

履行保証保険を付保する必要はないものとします。）、補償限度額は本件工事費等相当額

の 100分の 10に相当する額とする履行保証保険を付保するものとします。

　　　　　　　なお、ＰＦＩ事業者を被保険者とする履行保証保険を付保する場合は、保険金請求権

に、特定事業契約に定める違約金支払債権を被担保債権とする質権を県企業庁のために

設定することを条件とします。

６  開札

 (1) 日  時    平成 15 年７月 25 日（金）午後３時（受付開始午後２時３０分）

 (2) 場  所    神奈川県企業庁日生ビル会議室（横浜市中区本町２－22 日本生命横浜本町ビル

７階）

 (3) その他    入札者又はその代理人は開札に立ち会わなければなりません。入札者又はその代

理人が開札に立ち会わない場合においては、当該入札事務に関係のない職員を立ち

会わせるものとします。

７  入札の無効

　　次のいずれかに該当する入札を無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合に

は落札決定を取り消します。

 (1)  入札公告に示した入札参加資格のない者がした入札（４(2)キ参照のこと）

 (2)  委任状を持参しない代理人がした入札

 (3)  参加表明書等に記載された応募グループの代表企業以外の者のした入札

 (4)  参加表明書等その他一切の提出書類に虚偽の記載をした者のした入札

 (5)  記名押印のない入札書による入札又は入札事項を表示しない入札

 (6)  誤字、脱字等により意思表示が不明確な入札

 (7)  同一事項に対し２通以上した入札同一事項に対し２通以上した入札同一事項に対し２通以上した入札同一事項に対し２通以上した入札

 (8)  その他入札に関する条件に違反した入札

８  落札者の決定方法等

    本件入札は、予定価格の範囲内の価格をもって入札した者の提案を総合評価の審査対象とし、
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価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価一般競争入札方式により

行います。

 (1)  落札者の決定方法

　　ア  審査会

        学識経験者等及び県職員で構成する「神奈川県ＰＦＩ事業者選定審査会」（平成 12 年 7

月設置。以下「審査会」という。）において、入札参加者の提案資料の内容が業務要求水準

書のすべてを満たしていることを確認（基礎審査）し、入札参加者の提案内容のうち県企

業庁が特に重視する項目について、その提案が優れていると認められるものについては、

その程度に応じて加点を行い、各提案ごとに得点を付します。（定量化審査）（詳細は別添

資料３「寒川浄水場排水処理施設特定事業  落札者決定基準」（以下「落札者決定基準」と

いう。）を参照のこと。）

        なお、審査過程において必要に応じてヒアリングを実施する場合があります。この場合

は、実施日時及び場所を後日連絡します。

        ［審査会の構成］

　　　　　委員長　　　山内　弘隆（一橋大学大学院商学研究科教授）

　　　　　副委員長　　光多　長温（鳥取大学教育地域科学部教授）

　　　　　委員　　　　横田　　勇（静岡県立大学大学院生活健康科学研究科教授）

　　　　　　　　　　　国包　章一（厚生労働省国立保健医療科学院水道工学部長）

　　　　　　　　　　　古米　弘明（東京大学大学院工学系研究科教授）

　　　　　　　　　　　玉木　光男（寒川町助役）

　　　　　　　　　　　津田　信治（神奈川県総務部次長）

　　　　　　　　　　　渡辺　　穰（神奈川県企業庁水道局長 事務取扱）

　　　　　　　　　　　三杉　三郎（神奈川県総務部建築工事課長）

　　イ　総合評価

　　　　価格を落札者決定基準に定める方法により点数化したものと、ア記載の方法により各提

案ごとに付した得点の合計が最も高い提案を優秀提案とします。

 (2)  審査事項

　　　落札者決定基準を参照してください。

 (3)  落札者の決定

　　　県企業庁は、原則として、審査会により選定された優秀提案を行った入札参加者を落札者

として決定します。

 (4)  入札結果の通知及び公表

　　　入札結果は、入札参加者に文書で通知するとともに審査結果及び審査の講評と併せて県ホ

ームページへの掲載その他の方法により公表します。なお、電話等による問合せには応じま

せん。

　　　なお、ＰＦＩ法第８条に規定する客観的評価については落札者と基本協定書を締結した後

に公表します。
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９  基本協定の締結

　　落札者は、県企業庁と速やかに別添資料４「基本協定書（案）」に基づき基本協定を締結しな

ければなりません。

10  特定目的会社の設立

　　落札者又は落札者たるグループの構成員（以下「落札者等」という。）は、本件事業を実施す

るために出資し、特定事業契約締結時までに「商法」（明治 32年法律第 48号）に定める株式会

社として特定目的会社（ＰＦＩ事業者）を設立しなければなりません。

 (1)  特定目的会社への出資条件

　　　特定目的会社への出資条件は、次のとおりとします。

    ア  応募グループで入札に参加する場合は、代表企業を含むグループ構成員で特定目的会社

の過半数の株式を保持するよう、特定目的会社への出資を行ってください。ただし、構成

員全員の出資は要しません。

　　イ  代表企業は必ず特定目的会社への出資を行うものとします。

　　ウ  グループ構成員以外の者が特定目的会社に出資することは妨げません。

　　エ  特定目的会社の資本及び役員構成については、原則として制限は設けません。

 (2)　その他

　　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 21条に基づく技術管理者については、特定目的会社

に設置するものとします。

11  特定事業契約の締結

　　ＰＦＩ事業者は、特定事業契約締結までに５(3)サ(ｲ)に記載の契約保証金の納付（履行保証

保険の付保により、契約保証金の免除が認められた場合には、特定事業契約締結日までに当該

履行保証保険に加入しなければならない。）等をし、県企業庁を相手方として、特定事業契約書

により特定事業契約を締結しなければなりません。なお、本件事業については、特定事業契約

締結のための神奈川県議会の議決を要しません。

 (1)  特定事業契約書の内容変更

　　　ＰＦＩ事業者との契約に際し、特定事業契約書の内容変更は行いません。ただし、契約締

結までの間に、条文の意味を明確化するために文言の修正を行うことは可能です。

　　　なお、契約金額中、排水処理施設の取得に関する費用のうち新設施設等整備費（元金

相当額）の支払利息については、契約締結後、基準金利の改定により支払利息の変更が

あった場合は、その都度、脱水ケーキの再生利用単価については、単価改定ごとに、そ

れぞれ契約変更を行うものとします。

 (2)  特定事業契約に係る契約書作成費用

　　　特定事業契約書の検討に係るＰＦＩ事業者側の弁護士費用、印紙代など、契約書の作成に

要する費用（特定事業契約書の作成費用及び県企業庁の弁護士費用は除く。）は、事業者の負

担とします。
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 (3)  ＰＦＩ事業者の特定事業契約上の地位

　　　県企業庁の事前の承諾がある場合を除き、ＰＦＩ事業者は特定事業契約上の地位及び権利

義務を譲渡、担保提供その他の方法により処分してはなりません。

 (4)  特定事業契約を締結できない場合等

　　　落札者の決定後、特定事業契約締結までの間に、落札者（グループで入札する場合は構成

員のいずれかの者）が地方自治法施行令第 167条の４の規定に基づく入札参加資格の制限又

は神奈川県の指名停止等措置要領に基づく指名停止処分を受けた場合には、特定事業契約を

締結しないこととします。

　　　また、落札者が特定事業契約を締結しない場合、落札金額の範囲内で、定量化審査の得点

の高い者から順に契約交渉を行うことがあります。（地方自治法施行令第167条の2に基づく

随意契約）

 (5)  その他

　　　ＰＦＩ事業者は、特定事業契約締結までに様式集の様式５－19 に記載した搬出・運搬単価

及び再生利用単価についての詳細な積算根拠を県企業庁に提出してください。

12  その他

 (1)  入札参加者は、本件入札説明書を熟読し、かつ、遵守してください。

 (2)  本件入札説明書に定めるものの他、入札の実施にあたって必要な事項が生じた場合には、

入札参加者に通知します。

 (3)  入札参加者、落札者及びＰＦＩ事業者は、次のとおり県企業庁が定める日までに、本件事

業に係る協力企業及び再委託先を、県企業庁に通知するものとします。

　　　第１回目　入札書類の提出日

　　　第２回目　落札者の決定後

　　　第３回目　事業開始前（原則として 21 日前）

　　　また、事業開始後に協力企業等の追加・変更が生じた場合は、ＰＦＩ事業者は県企業庁に

対し、その旨を随時通知するものとします。なお、第１回目及び第２回目については、想定

される協力企業等でも差し支えありませんが、第３回目においては、実際に業務を行う協力

企業等とする必要があります。

 (4)  事務を担当する所属（問合わせ先）

　　　神奈川県企業庁水道局浄水課水質班

　　　横浜市中区日本大通１　県庁新庁舎 10 階

　　　電話（045）210－7274（直通）、（045）210－1111（代表）内線 7274～7276

　　　FAX（045）210－8903

　　　E メールアドレス：ki-josui.3154@pref.kanagawa.jp

第４章第４章第４章第４章        契約条件等契約条件等契約条件等契約条件等

１  金融機関との協議

　　県企業庁は、資金調達上の必要があれば、一定の重要事項（特定事業契約書附則第 2条に定

mailto:ki-josui.3154@pref.kanagawa.jp
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める事項）について、ＰＦＩ事業者に資金を提供する金融機関（融資団を含む。）と協議するこ

とがあります。

２  債権の取扱い

 (1)  県企業庁からのサービス購入料の支払

　　　県企業庁はＰＦＩ事業者から提供されるサービスを一体のものとして購入することから、

ＰＦＩ事業者が県企業庁に対して有する支払請求権（債権）は一体不可分とします。なお、

実際に県企業庁からＰＦＩ事業者に支払うサービス購入料については、損益計算書勘定に係

る取引分と資産勘定に係る取引分に分け、さらに、損益計算書勘定に係る取引分のうち利子

については別途区分して支払います。

 (2)  第三者による代理受領

　　　受領委任により、ＰＦＩ事業者以外の者にサービス購入料の支払いを希望する場合は、適

法な委任状を県企業庁に提出し、県企業庁の承諾を得ることを要します。なお、この場合に

おいても、(1)に記載の他、サービス購入料を分割し、複数の者に支払うことはできません。

 (3)  債権の譲渡

　　　ＰＦＩ事業者が債権を譲渡する場合には、県企業庁の承諾を得る必要があります。

 (4)  債権への質権設定及び債権の担保提供

　　　ＰＦＩ事業者が県企業庁に対して有する債権に対し質権を設定する場合及びこれを担保提

供する場合には、事前に県企業庁の承諾を得る必要があります。（県企業庁の事業実施に影響

が生じると合理的に判断される場合は承諾しません。）

３  建物等への抵当権等の設定

　　本件事業でＰＦＩ事業者が整備する新設施設及び濃縮施設について抵当権、質権その他の担

保権、制限物権を設定することはできません。

４  日本政策投資銀行の融資等の取扱いについて

　　本件事業は、日本政策投資銀行の「民間資金活用型社会資本整備」に対する融資（無利子融

資及び低利子融資）の対象事業であり、入札参加者は当該融資を利用することを前提として提

案することは可能です。ただし、入札参加者は自らのリスクでその活用をすることとし、県企

業庁は、同行からの調達の可否による条件変更は行いません。当該融資制度の趣旨は、民間事

業者の提案喚起及び選定事業の安定性向上にあることから、当該融資を提案に盛り込む場合に

は、民間金融機関と同様の金利を前提としているので、この点に留意して入札提案をしてくだ

さい。

　　当該融資制度の詳細、条件等については、入札参加者が直接同行に問い合わせをしてくださ

い。（なお、無利子融資制度については平成 18 年３月 31 日までの時限措置です。）

　　なお、本件事業に対しては、日本政策投資銀行から平成 15 年４月９日付けで関心表明書が発

出されています。（付属資料３「寒川浄水場排水処理施設特定事業について」参照）
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第５章第５章第５章第５章        特定事業契約締結後特定事業契約締結後特定事業契約締結後特定事業契約締結後

　本章では、特定事業契約後の業務等について、その概要を記載します。ＰＦＩ事業者は、特定

事業契約の諸条件に則って、提案内容を実現するため誠実に業務を遂行してください。詳細は、

特定事業契約書及び業務要求水準書等を参照してください。

１  グループ構成員の役割

　　応募グループの各構成員は、グループ内で各自が担うべき業務を明確にした上で、各業務を

遂行してください。なお、代表企業は県企業庁と契約関係諸手続を行うとともに県企業庁との

対応窓口となるものとします。また、グループ構成員であるか協力企業であるかを問わず参加

資格確認申請時に設計業務及び建設業務を実際に担当する者として申請した者の変更は認めら

れません。

　　また、特定事業契約締結後は、各業務を実際に担当する者を県企業庁が把握する必要がある

ことから、ＰＦＩ事業者に業務遂行体制台帳（仮称）を提出して頂きます。（詳細は、関係者協

議会で定めます。）

２  ＰＦＩ事業者の行う業務及びそれに対するモニタリング等

　　県企業庁は、本件事業の実施状況のモニタリング等を以下のとおり行います。また、県企業

庁は、原則としてＰＦＩ事業者に対して連絡等を行いますが、必要に応じて県企業庁と建設業

務を担当した者等との間で直接連絡調整を行う場合があります。この場合において県企業庁と

建設業務を担当した者等との間で直接連絡調整を行った事項についてはＰＦＩ事業者に報告し

ます。

　　なお、詳細は付属資料２「モニタリングの実施とサービス購入料の減額」を参照してくださ

い。

 (1)   設計・建設状況の確認等

　　ア　新設施設

　　 (ｱ)　設計完了時

　　　　　ＰＦＩ事業者は、県企業庁に対して定期的に状況の報告を行うとともに、設計完了時

に次の図書を県企業庁に提出し、確認を受ける必要があります。

　　　　　配置図、平面図、立面図、断面図、設備設計図、透視図、工事内訳書、官公庁打合せ

記録

          ＊  工事内訳書は、建築工事内訳書標準書式（建築積算研究会制定）に従って細目ま

で作成してください。数量は、建築数量積算基準解説（建築積算研究会制定）に従

って積算してください。

　　　　　なお、ＰＦＩ事業者は、県企業庁の承諾を得た場合を除き、設計図書の変更を行うこ

とができません。

　　 (ｲ)　各種許認可申請時

　　　　　ＰＦＩ事業者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建築基準法等関係法令に基づ

く許可申請書類等を作成し、各法令所管官公庁に申請を行うとともに、県企業庁に事前
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説明及び事後説明を行ってください。

　　 (ｳ)　工事施工時

　　　　　ＰＦＩ事業者は、建築基準法第 2 条第 11 号に規定される工事監理者を設置し、工事

監理を行い、工事監理者に工事監理の状況を県企業庁に毎月報告させる必要があります。

また、ＰＦＩ事業者は、県企業庁が要請したときは、工事施工の事前説明及び事後報告

での施工状況の説明を行う必要があります。

　　　　　なお、工事中の安全対策、近隣対策等は事業者において十分に行う必要があります。

　　 (ｴ)　工事完成時（完工確認）

　　　　　ＰＦＩ事業者は、施工記録を整備し、次の図書を県企業庁に提出して、建設現場で県

企業庁の確認を受けてください。

　　　　　配置図、平面図、立面図、断面図、設備図、透視図

　　イ　濃縮施設

　　　　ＰＦＩ事業者において、設計・建設期間中に、新設施設と併せて濃縮施設の改修等を行

う場合は、上記ア新設施設と同様の取扱いとします。

 (2)  維持管理・運営期間中のモニタリング等

　　　第３章２(3)に記載した業務詳細は、次のとおりです。なお、具体的なモニタリング方法は、

特定事業契約締結後に定めます。

　　ア  業務内容

　　 (ｱ)　維持管理・運営業務

　　　　　・建物保守管理（修理業務を含む。）

　　　　　・建物の附帯設備保守管理業務（設備運転・監視、修理・更新業務、備品等の修理・

更新業務を含む。）

　　　　　・設備機器保守管理業務（設備運転・監視、修理・更新業務、備品等の修理・更新業

務を含む。）

　　　　　・排水処理業務（新設施設及び濃縮施設）

　　　　　・工作物及び外構等保守管理業務（修理業務を含む。）

　　　　　・清掃業務（建物内部及び敷地内の清掃業務）

　　　　　・植栽維持管理業務

　　　　　・警備業務

　　　　　保守管理には点検、保守、修理、交換、改良その他一切の管理業務を含みます。また、

事業期間にわたって脱水ケーキの含水率を 35％以下にすることができる施設能力を保

つなど、業務要求水準書に示す要求水準を満たすための一切の業務を含みます。

　　 (ｲ)　脱水ケーキの再生利用業務

　　　　　・脱水ケーキの搬出

　　　　　・脱水ケーキの再生利用

　　　　　・脱水ケーキの管理（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく管理業務）

　　 (ｳ)　上澄水の返送業務
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　　　　　・濁度 10 度以下の良好な状態の上澄水を返送するための一切の業務

　　イ  業務の委託

　　　　アに示した業務を、あらかじめ県企業庁の承諾を得た上で、第三者に委託することがで

きます。また、受託者はグループ構成員には該当しません。

　　　なお、モニタリングに要する費用は、ＰＦＩ事業者側に発生する費用を除き、県企業庁の

負担とします。

３  サービス購入料の支払手続き

　　ＰＦＩ事業者は、四半期ごとに特定事業契約書第 45 条に規定する業務報告書を県企業庁に提

出し、県企業庁のモニタリングによる確認の後、速やかに県企業庁に請求書を送付する必要が

あります。

　　県企業庁はＰＦＩ事業者から請求書を受け取った後、特定事業契約書に定める日までに支払

いを行います。
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（付属資料１）

県企業庁が事業者に支払うサービス購入料について県企業庁が事業者に支払うサービス購入料について県企業庁が事業者に支払うサービス購入料について県企業庁が事業者に支払うサービス購入料について

　

※　本資料は、特定事業契約書 別紙 8「県企業庁が事業者に支払うサービス購入料について」

に、説明のためのグラフ及び計算例を付け加えたものです。なお、本資料における事業者は

本件入札説明書で定義するＰＦＩ事業者を指します。

　

　県企業庁は本件事業に係るサービスの対価（以下、「サービス購入料」という。）を施設の運営

開始後 20年間にわたり、四半期ごとに 80回払いで支払う。

　サービス購入料の内容及び改定の方法は次のとおりである。

　

１　サービス購入料の算定１　サービス購入料の算定１　サービス購入料の算定１　サービス購入料の算定

（１）（１）（１）（１）サービス購入料の考え方サービス購入料の考え方サービス購入料の考え方サービス購入料の考え方

　　ア　サービス及びサービス購入料の一体不可分性

　　　　本件事業はＰＦＩ事業であり、入札公告に定める事業範囲にかかる全てのサービスを事

業者の責任で一体として提供するものであるため、県企業庁は提供されるサービスを一体

のものとして購入し、その対価も一体として 20年間にわたり支払うものとする。

　　　　なお、各年ごとの支払は事業者の費用発生に合わせて支払うことを原則とし、各年度の

支払額は提案に基づき特定事業契約書に定められた額とする。また、物価及び金利の変動

による支払額の改定は別途規定する。

　　イ　事業者の債務及び債権(支払請求権)の一体不可分性

　　　　本件事業では、事業者の債務（サービスの提供）が一体不可分であるため、県企業庁に

対する債権（支払請求権）も一体不可分のものとみなす。なお、事業者の会計上の処理に

ついては、関連法令に従い処理すること。

（２）（２）（２）（２）サービス購入料の改定についてサービス購入料の改定についてサービス購入料の改定についてサービス購入料の改定について

　　ア　建設期間中

　　　　建設期間中の金利リスク、物価リスクは県企業庁の負担とし、金利は引渡日の２営業日

（「国内金融機関営業日」をいう。以下同じ）前で確定し、また建設期間中の物価変動につ

いては「２  サービス購入料の改定」に示す方法に従い、初年度の支払いにおいて反映さ

せる。

　　イ　維持管理・運営期間中

　　　　維持管理・運営期間中のサービス購入料について、金利リスクは双方が、物価リスクは

主として県企業庁が負うものとし、これを踏まえ、「２  サービス購入料の改定」に示す方

法に従いサービス購入料の改定を行う。
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（３）（３）（３）（３）サービス購入料の構成サービス購入料の構成サービス購入料の構成サービス購入料の構成

　　　サービス購入料を構成する要素は次表のとおり。
構  成 構成内容 入札公告に記載の業務の詳細 内    容

ⅠⅠⅠⅠ

新設施設等整備
の割賦代金及び
これにかかる支
払利息

①新設施設等建
設費部分等

(ｱ)  新設施設の整備業務等
a 新設施設の設計及び建設
b. その他新設施設及び濃縮施設
の維持管理・運営のため、新
設施設の運営開始前に必要な
工事

県企業庁の所有となる新設施設等整
備に要する費用
整備費（設計・製造・建設・工事監
理、その他経費）、建中金利、融資組
成手数料、その他施設整備に関する
初期投資と認められる費用等、及び
これにかかる支払利息。

新設施設及び濃
縮施設の維持管
理・運営費

① 人件費
② 保守管理費※
③ 電気代・燃料
費等

④ 水道代
⑤植栽管理費

(ｲ) 新設施設及び濃縮施設の維
持管理・運営

 ・清掃
 ・保守管理（点検、保守、修理、
交換、改良その他一切の管理
業務）

 ・修繕及び機器更新

新設施設及び濃縮施設の維持管理・
運営に要する費用
維持管理・運営費用。維持管理業務
には、清掃、保守管理（点検、保守、
修理、交換、改良その他一切の管理
業務を含む）の他、修繕及び機器更
新を含む。

(ｳ) 上澄水の返送業務 上澄水の返送業務費用は、維持管
理・運営費用に含むものとする。

ⅡⅡⅡⅡ

⑥その他業務費 維持管理・運営に係るその他の費用
保険料、公租公課など上記に含まれ
ない費用

ⅢⅢⅢⅢ

脱 水 ケ ー キ の
再生利用業務費

① 搬出・運搬費
② 再生利用費
③ 脱水ケーキ管
理費

(ｴ) 脱水ケーキの再生利用業務
 ・脱水ケーキの搬出・運搬
 ・脱水ケーキの再生利用
 ・脱水ケーキ管理（「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律」
に基づく管理業務）

脱水ケーキ再生利用業務に要する費
用
脱水ケーキの搬出や再生利用にかか
る費用。

※保守管理費には、清掃、修繕及び機器更新に係る費用も含みます。

（４）（４）（４）（４）支払方法支払方法支払方法支払方法

　　ア　支払時期

　　　　サービス購入料は、（３）表のとおり、ⅠⅠⅠⅠ新設施設等整備の割賦代金及びこれにかかる支

払利息、ⅡⅡⅡⅡ新設施設及び濃縮施設の維持管理・運営費、ⅢⅢⅢⅢ脱水ケーキの再生利用業務費に

より構成され、県企業庁は事業者に 20年間で支払う。県企業庁はサービス購入料を次表の

とおり年４回に分けて支払うものとし、四半期ごとに県企業庁によるモニタリング結果を

踏まえ支払うものとする。

支払対象期間 支  払  日
第１四半期  4月 1日～ 6月 30日
第２四半期  7月 1日～ 9月 30日
第３四半期 10月 1日～12月 31日
第４四半期  1月 1日～ 3月 31日

原則として、各四半期終了後の翌月の末日（当該期日
が銀行営業日でない場合は翌営業日とする。）までと
する。
ただし、請求書に不備がある場合は、この限りでない。



- 28 -

　　イ　各費用ごとの支払方法

　　（ア）新設施設等整備の割賦代金及びこれにかかる支払利息

　　　　　新設施設等整備の割賦代金及びこれにかかる支払利息については、県企業庁は運営開

始から事業終了までの 20年間にわたり、元利均等返済で支払う。

　　　　　ただし、金利変動に基づき、５年ごとにサービス購入料の改定を行う。（「２  サービ

ス購入料の改定」にその算定方法を示す。）

　　（イ）新設施設及び濃縮施設の維持管理・運営費

　　　　　維持管理・運営業務に要する費用については、提案時点での提案価格を元に「２  サ

ービス購入料の改定」の算定方法に従い、物価変動によるサービス購入料の改定を行う。

　　　　ａ  人件費

　　　　　　維持管理・運営業務に要する人件費に対するサービス購入料は、提案書に基づき、

提案された四半期ごとの費用を定額で 20年間にわたり支払う。（事業者の運営計画に

応じて四半期ごとの支払金額が異なる提案は認めるが、年間の費用は毎年定額とす

る。）

　　　　ｂ  保守管理費

　　　　　　保守管理に対するサービス購入料は、提案された長期修繕計画の実施時期、費用に

従い、四半期ごとに業務実施の確認が出来たものに対し、四半期ごとに一括して支払

う。

　　　　ｃ  電気代・燃料費等及び水道代

　　　　　　運営業務に要する電気代・燃料費等に対するサービス購入料は、提案書に基づき、

提案された四半期ごとの費用を定額で 20年間にわたり支払う。（事業者の運営計画に

応じて四半期ごとの支払金額が異なる提案は認めるが、年間の費用は毎年定額とす

る。）

　　　　ｄ  植栽管理費

　　　　　　植栽管理に対するサービス購入料は、提案書に基づき、提案された四半期ごとの費

用を定額で 20年間にわたり支払う。（事業者の運営計画に応じて四半期ごとの支払金

額が異なる提案は認めるが、年間の費用は毎年定額とする。）

　　　　ｅ  その他業務費

　　　　　　維持管理運営に関するその他業務費は、提案書に基づき、提案された四半期ごとの

費用を定額で 20年間にわたり支払う。

　　　　　なお、上澄水の返送業務は、総合排泥池において処理された上澄水を浄水場へ返送す

るとともに、返送水の計測・監視を行うものであり、その費用は当該維持管理・運営費

に含まれるものとする。



　　（ウ）脱水ケーキの再生利用業務費

　　　　ａ  搬出・運搬費

　　　　　　脱水ケーキの搬出・運搬に要する費用は、再生利用が確認された脱水ケーキの再生

利用量に応じて支払うものとする。（保管されている脱水ケーキに対しては費用を支

払わない。）

　　　　　　再生利用された脱水ケーキの再生利用量の確認は、受入れ先から提出された受入れ

証明書によるものとする。

　　　　　　なお、脱水ケーキの再生利用量は、固形物発生量（含水率 0％換算）で計測するも

のとし、再生利用費の計算は次のとおりとする。

　　　　ｂ  再生利用業務費

　　　　　　脱水ケーキの再生利用に要する費用は、再生利用が確認された脱水ケーキの再生利

用量に応じて支払うものとする。（保管されている脱水ケーキに対しては費用を支払

わない。）

　　　　　　再生利用された脱水ケーキの量の確認は、受入れ先から提出された受入れ証明書に

よるものとする。また、再生利用に要する費用の単価は、提案された価格で固定する

ものとするが、県企業庁又は事業者の要請があった場合、県企業庁と事業者等で構成

する関係者協議会にて協議の上、特定事業契約書(案)に添付の変更契約書の様式に従

い、５年ごとに改定することができる。その際に、単価の改定を要請するものは、改

定価格の正当性を証する書類を関係者協議会に提出するものとし、合理的に認められ

た場合に限り、次年度より単価を改定するものとする。

　　　　　　なお、脱水ケーキの再生利用量は、固形物発生量（含水率 0％換算）で計測するも

のとし、再生利用費の計算は次のとおりとする。

　　

     

     

　　　　ｃ  脱水

　　　　　　脱水

を定額

　　　　　なお、

管理費に

ービス購

い。
再生利用業務費単価（円／t-ds）×再生利用量（t-ds）
搬出・運搬費単価（円／t-ds）×再生利用量（t-ds）
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ケーキ管理費

ケーキの管理に要する費用は、提案書に基づき、提案された四半期ごとの費用

で 20年間にわたり支払う。

脱水ケーキの再生利用業務に要する費用のうち、搬出・運搬費及び脱水ケーキ

ついては、「２  サービス購入料の改定」の算定方法に従い、物価変動によるサ

入料の改定を行うが、再生利用業務費については物価変動による改定は行わな
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（20 年間の支払イメージ）

　

（年間の支払イメージ）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

保守管理費

ケーキ再生利用業務費

その他維持管理・運営費

割賦代金

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

ケーキ再生利用業務費
その他維持管理・運営費
電気代・燃料費等
保守管理費
人件費
割賦代金
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２　サービス購入料の改定２　サービス購入料の改定２　サービス購入料の改定２　サービス購入料の改定

    （１）（１）（１）（１）    改定の基本的な考え方改定の基本的な考え方改定の基本的な考え方改定の基本的な考え方

　　ア　建設期間中の物価変動等を勘案しサービス購入料を改定する。

　　　　建設期間中の金利リスク及び物価リスクは県企業庁の負担とし、金利は引渡日の２営業

日前で確定する。また、建設期間中の物価変動については、初年度のサービス購入料の支

払いにおいて反映させる。

　　イ　新設施設等整備の割賦代金の支払利息相当分については、金利変動を勘案し、５年ごと

に改定する。

　　ウ　維持管理・運営中のサービス購入料は物価変動等を勘案し改定する。

　　　　維持管理・運営中のサービス購入料については、物価リスクは主として県企業庁が負う

ものとし、これを踏まえ、毎年サービス購入料の改定を行う。（ただし、脱水ケーキの再生

利用業務費を除く。）

（２）（２）（２）（２）    具体的な改定方法具体的な改定方法具体的な改定方法具体的な改定方法

　　ア　物価変動に基づく改定

　　（ア）対象となるサービス

　　　　　新設施設及び濃縮施設の維持管理・運営業務、脱水ケーキの再生利用業務（搬出・運

搬及び脱水ケーキの管理業務のみ）にかかるサービス購入料について、費目ごとに適正

な指標に基づき改定を行う。

　　（イ）改定方法

　　　　　改定に当たっては、提案時点の単年度のサービス購入料（維持管理･運営業務費のうち

保守管理費については、契約時の金額）及び構成内容を基準に、毎年度、(ｴ)に示す各業

務ごとの指標の対前年度の変動率を勘案して設定した改定率（以下「改定率」という。）

を乗じ、各年度４月１日以降のサービス購入料に反映させる。なお、改定率に小数点以

下第四位未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　（ウ）改定の周期

　　　　　物価改定は、電気代・燃料費等及び水道代は公共料金の改定の時期に合わせて行い、

その他の業務は１年に１回とする。なお、事業者の提案内容、市場の変動等により、改

定に用いる指標が実態に整合しない場合には、県企業庁と民間事業者で協議を行うもの

とする。
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　　（エ）改定率
構成 構成内容 使用する指標 計算方法

①人件費
「毎月勤労統計調査」実質賃金指数／産業計
現金給与総額（厚生労働省）

改定率①

②保守管理費
「国内企業物価指数」一般機器（日銀調査統
計局）

改定率②

③電気代・燃料
  費等

④ 水道代
公共料金の改定に連動

提案使用量に
基づき改定後
の料金体系を
適用

維持管理・運営業務
費

⑤植栽管理費
「企業向けサービス価格指数」建物サービス
平均（日銀調査統計局）

改定率③

⑥その他業務費 「消費者物価指数」総合（総務省統計局） 改定率④

①搬出・運搬費
「企業向けサービス価格指数」陸上貨物輸送
　道路貨物輸送平均（日銀調査統計局）

改定率③

再生利用
②脱水ケーキ管
　理費

「企業向けサービス価格指数」総平均（日銀
　調査統計局）

改定率③

　　（改定率及び計算方法）

改定率①の場合 APｔ＝APｔ-1×（RWIt-1／RWIｔ-2）
改定率②の場合 BPｔ＝BPpt×（CGPI t-1／CGPIpt）
改定率③の場合 CPｔ＝CPｔ-1×（CSPIt-1／CSPIｔ-2）
改定率④の場合 DPｔ＝DPｔ-1×（CPIt-1／CPIｔ-2）

APｔBPｔCPｔDPｔ：ｔ年度の A業務、B業務、C業務、D業務のサービス購入料
CGPI：国内企業物価指数
RWI：実質賃金指数
CSPI：企業向けサービス価格指数
CPI：消費者物価指数
BPpt：契約に明記された金額（H15年度価格）

＜計算例＞
◇改定率①③④の場合
・初年度（Ｈ18年度）の支払い
提案価格が 100万円、Ｈ17年度の指数 101、Ｈ15年度の指数 100の場合
Ｈ18 年度の改定率（Ｈ15～17 年度の物価変動の反映）＝Ｈ17 年度の指数（101）／Ｈ15 年
度の指数 100＝1.01

Ｈ18年度のサービス購入料＝提案価格（100万円）×1.01＝101万円
・Ｈ19年度以降の支払い

H18年度の支払が 100万円、H18年度の指数 99、H17年度の指数 98の場合
H19 年度の改定率（H18 年度の物価反映）＝H18 年度の指数（99）／H17 年度の指数（98）
＝1.0102

H19年度のサービス購入料＝H18年度のサービス購入料（100万円）×1.0102=1,010,200円

◇改定率②の場合
H20年度の保守管理費の契約時の予定額が 500万円、H15年度（契約時）の指数が 100、H19年
度の指数が 102の場合

H20年度の改定率（H19年度の物価反映）＝H19年度の指数（102）／H15年度の指数（100）
＝1.02

H20年度のサービス購入料＝H20年度の予定額（500万円）×1.02＝510万円
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イ　金利変動に基づく改定

　　（ア）対象となるサービス

　　　　　新設施設等整備の割賦代金に相当するサービス購入料について、特定事業契約書(案)

に添付の変更契約書の様式に従い、改定を行う。

　　（イ）改定方法

　　　　　改定に当たっては、初年度のサービス購入料及び構成内容を基準に、6年目、11年目、

16年目の 4月 1日以降のサービスの購入料にそれぞれ反映させる。（5年ごとに改定。）

　　　　　支払方法は元利均等払とし、計算方法は次表のとおりとする。各年の支払金額は各欄

の 5分の 1、１回の支払額はその４分の１とする。

1～5年目
【（元金の 4分の 1の金額）を 5年間で元利均等返済する額】
＋【（元金の 4分の 3の金額）に対する金利】

6～10年目
【（元金の 4分の 1の金額）を 5年間で元利均等返済する額】
＋【（元金の 4分の 2の金額）に対する金利】

11～15年目
【（元金の 4分の 1の金額）を 5年間で元利均等返済する額】
＋【（元金の 4分の 1の金額）に対する金利】

16～20年目
【（元金の 4分の 1の金額）を 5年間で元利均等返済する額】

　　（ウ）金利の改定

　　　　ａ  調達金利の内訳

　　　　　　次に示す基準金利と提案されたスプレッドの合計とする。

　　　　ｂ  基準金利

　　　　　　東京時間午前 10時にテレレート 17143頁に発表される TOKYO SWAP REFERENCE

RATE(TSR)6カ月 LIBORベース５年もの（円－円）スワップレート中値とする。なお、

基準日は以下のとおり。

　　　　　・運営開始～5年目（平成 18年 4月～平成 23年 3月）のサービス購入料：

引渡日の２営業日前

　　　　　・6～10年目（平成 23年 4月～平成 28年 3月）のサービス購入料：

平成 23年４月１日の 2営業日前

　　　　　・11～15年目（平成 28年 4月～平成 33年 3月）のサービス購入料：

平成 28年 4月 1日の 2営業日前

　　　　　・16～20年目（平成 33年 4月～平成 38年 3月）のサービス購入料：

平成 33年 4月 1日の 2営業日前

　　　　ｃ　金利の固定期間

　　　　　　５年



（割賦代金及び支払利息の支払いイメージ）

1 2 3

1～5年度目の利

元本の1/4
金利改定（第 1回）
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4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

利息

元本

息

元本の1/元本の1/4

6～10年度目の利息 11～15年度目の
金利改定（第 3回）
金利改定（第 2 回）
14 15 16 17 18 19 20 年度

4 元本の1/4

利息 16～20年度目の利息
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（付属資料２）

モニタリングの実施とサービス購入料の減額モニタリングの実施とサービス購入料の減額モニタリングの実施とサービス購入料の減額モニタリングの実施とサービス購入料の減額についてについてについてについて

  ※　本資料は、特定事業契約書 別紙 9「モニタリングの実施とサービス購入料の減額について」

に、説明のためのフロー図を付け加えたものです。なお、本資料における事業者は本件入札説

明書で定義するＰＦＩ事業者を指します。

　

　本件事業に係るモニタリングの実施及びサービス購入料の減額方法は次のとおりである。

　　　　

１　モニタリングの実施１　モニタリングの実施１　モニタリングの実施１　モニタリングの実施

　　　　　　　　県企業庁は本件事業の各段階における業務実施状況を監視し、事業者が特定事業契約書に定められ

た業務を確実に遂行し、かつ、業務要求水準書に従い実施しているか確認を行う。

（１）モニタリングの実施段階（１）モニタリングの実施段階（１）モニタリングの実施段階（１）モニタリングの実施段階

　　　　　　　　　　　　県企業庁は、以下の各段階においてモニタリングを実施する。

①工事完成時（完工確認）

②維持管理・運営期間

　　　　　　　　　　　　なお、本契約後、県企業庁は、①各種許認可申請・取得時における内容確認（事前事後報告

を含む。）、②実施設計（基本設計）完了時における確認及び③工事施工時における立会いを行

えるものとする。

（２）モニタリング実施計画書の作成（２）モニタリング実施計画書の作成（２）モニタリング実施計画書の作成（２）モニタリング実施計画書の作成

　　　　　　　　　　　　県企業庁は、特定事業契約締結後、（１）に定める段階ごとに以下の項目を含むモニタリング実

施計画書を作成する。

①モニタリング時期　②モニタリング内容　③モニタリング組織　④モニタリング手続

⑤モニタリング様式

（３）モニタリングの方法と費用負担（３）モニタリングの方法と費用負担（３）モニタリングの方法と費用負担（３）モニタリングの方法と費用負担

　　ア　モニタリングの方法

　　（ア）業務日報等の提出

　　　　　事業者は、県企業庁が日常モニタリングを行うための業務日報（毎日）及び定期モニタ

リングを行うための業務報告書（毎月）を作成し県企業庁へ提出する。

　　（イ）業務実施状況の確認

　　　　　県企業庁は、事業者が作成した業務日報及び業務報告書に基づき、日常モニタリング、

定期モニタリングを行い、事業者が提供する業務の実施状況を確認する。

　　　　　なお、県企業庁は、必要に応じ自ら各業務の遂行状況を直接確認・評価する随時モニタ

リングを行うことができる。
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　　イ　モニタリング費用の負担

　　　　モニタリングに係る費用は原則として事業者の負担とする。ただし、県企業庁に起因する

費用が発生する場合は県企業庁の負担とする。

事業者 県企業庁

日常モニタリング
チェック項目に沿って各業務の遂行状況
を確認の上、業務日報を作成。

業務日報の確認、業務水準の評価。

定期モニタリング
月１回実施のチェック項目に沿って、遂
行状況を確認するとともに、業務日報を
基に業務報告書を作成。

業務報告書、業務総括書の確認、業務水準
の評価。

随時モニタリング －
脱水ケーキの再生利用の確認。
含水率 35％以下の施設性能の確認。
その他、必要に応じ不定期に、直接確認。

２　サービス購入料の減額２　サービス購入料の減額２　サービス購入料の減額２　サービス購入料の減額

　　本件事業にかかるサービス購入料は、「付属資料１ 県企業庁が事業者に支払うサービス購入

料について」のとおり支払われるものであるが、維持管理・運営期間中、県企業庁が行うモニタ

リングにより業務要求水準書において定められた要求水準が維持されていないことが判明した

場合には、改善勧告、サービス購入料の減額を行うことがある。

（１）サービス購入料等減額の考え方（１）サービス購入料等減額の考え方（１）サービス購入料等減額の考え方（１）サービス購入料等減額の考え方

　　ア　減額等の対象

　　　　減額等の対象として次表確認項目欄中の①～⑥の項目について、その実施状況をモニタリ

ングにより業務要求水準書の要求水準を満たしているかを確認し、次頁のペナルティのフロ

ーに記載のとおり、必要に応じ改善勧告→業務担当者の変更要求→契約解除という手順でペ

ナルティを課す。

さらに、同欄中①～③及び⑤の項目については、本件事業における重要性を踏まえ、サー

ビス購入料の減額の対象とする。

要求業務 確認項目 モニタリン
グの実施

サービス購入料減額
の対象

①汚泥の排出停止措置期間 ○ ○新設施設及び濃縮施設の維
持管理・運営 ②脱水設備の能力維持 ○ ○

③返送水の濁度 ○ ○
上澄水の返送業務 ④返送水中の塩素消費物質及

　び臭気物質（※） ○ 改善勧告

脱水ケーキの再生利用業務 ⑤脱水ケーキの再生利用 ○ ○
新設施設及び濃縮施設の維
持管理・運営 ⑥維持管理業務の適切な遂行 ○ 改善勧告

※ 返送水中に含まれる塩素消費物質（有機物質、還元性無機物質、アンモニア性窒素）及び臭気物
質については、浄水処理に悪影響が及んでいると疑われる場合に、随時モニタリングを実施する
こととし、必要に応じて改善勧告を行うものとする。



　　イ　ペナルティのフロー

改善勧告等

サービス購入料の減額等

モニタリング実施

ＳＰＣからの報告及びモニタリングに
より県企業庁が改善を必要と判断した
場合

日常モニタリング

定期モニタリング

当期の評価の決定

随時モニタリング

支払停止 ②、⑥

サービス購入料
の減額  ①、③

要求水準達成

要求水準未達成

通常どおりの
支払

①～③及び⑤の項目

①
〜
⑥

の
項
目

改善が不十

改善が不十分な
改善な場
 改善

分な場合

場合

Ｐ
・ 契
・ 全

県企
を委
改善計画書の妥当性検討
改善はＳＰＣの責任で実施
事業継続
改善が不十分 合
ＳＰＣから改善計画書を提出
改善勧告（2回目）
Ｆ
約
株

業
託

事業継続
改善勧告（1回目）
業務担当者の変更要求
Ｉ事業の継続

庁が選定する第三者へ当該業務
ＰＦＩ事業の終了（契約解除）
随時モニタリング（改善確認）
関係者協議会にて協議
ＳＰＣから改善計画書を提出
改善計画書の妥当性検討
改善はＳＰＣの責任で実施
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上の地位譲渡
式の第三者への譲渡
モニタリング実施項目

①汚泥の排出停止措置期間

②脱水機の能力維持

③返送水の濁度

④返送水中の塩素消費物質

　及び臭気物質

⑤脱水ケーキの再生利用
関係者協議会での協議(最長 6ヶ月)
関係者協議会にて協議
随時モニタリング（改善確認）
随時モニタリング（改善確認）
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　　ウ　業務要求水準が満たされていなかった場合の措置

　　　  県企業庁は、モニタリングの結果、特定事業契約書で定められた業務要求水準が維持され

ていないと判断した場合は、改善勧告及びサービス購入料の減額若しくは支払停止を行う。

なお、サービス購入料の減額については、県企業庁は提供されるサービスを一体のものとし

購入することから、サービス購入料の総額を対象に行うものとする。

措置の内容 手続きの概要

サービス購入料の減額
又は支払停止

アの表確認項目欄中①及び③については、業務水準低下の内容に応じて毎月のペナルティ
ポイントを計上し、それに支払期（四半期）ごとに集計した当期ペナルティポイントに応
じてその期のサービス購入料の減額を行う。
同欄中②及び⑥については、サービス購入料の支払いを停止する。

１回目 業務水準低下の内容に応じて当該業務の改善について期限を定め事業者に勧告する。改善勧
告 ２回目 1回目の勧告によっても期限内に改善が認められない場合に再度勧告を行う。

協力企業の
変更要請

2 回の勧告を経て改善が認められない場合で、事業者が当該業務を協力企業に委託してい
るときには、県企業庁は当該業務の業務担当者の変更要請を行う。

業務担
当者の
変更要
求

第三者への
業務委託

2 回の勧告を経て改善が認められない場合で、当該業務を事業者自らが行っているときに
は、当該業務を県企業庁が指定する第三者に委託する。

契約解除
上記の手続きを経ても業務の改善が認められない場合で、県企業庁が契約継続を希望しな
いときには、特定事業契約を解除する。

契約解
除等 地位の譲渡

株式の譲渡

上記の手続きを経ても業務の改善が認められない場合で、県企業庁が契約継続を決定した
ときには、事業者の契約上の地位又はその全株式を県企業庁が承諾した第三者へ譲渡させ
る。

　　エ　支払停止及び減額の方法

　　（ア）次の場合は、業務要求水準を達成していないときでも減額の対象としない。

　　　　・予め県企業庁と協議の上で行う機器等の修繕、更新及び清掃その他の作業によるもの

　　　　・明らかに県企業庁の責によるもの

　　　　・不可効力によるもの

　　（イ）施設運営開始後のモニタリングは、各業務の業務開始日に属する四半期から開始する。

また、当該四半期のモニタリングの結果は、翌月の 10 日までに事業者に通知されるもの

とし、当該四半期分として支払われるサービス購入料に反映される。
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（２）減額の方法（２）減額の方法（２）減額の方法（２）減額の方法

　　　　　　　　ア　送泥停止措置及び返送水の濁度に関わるもの

　　　　　　　　　　　　　　　　日常モニタリング、定期モニタリングにより浄水場業務に影響を与え得る事項が発生した

場合、また業務要求水準書で求めている維持していないことが発覚した場合、減額の対象と

なる。

　　　　　　　　（ア）対象となる項目及び基準

　　　　・送泥停止措置‥‥送泥停止時間

　　　　・返送水の濁度‥‥返送水の濁度及び継続時間

　　　　　　　　（イ）対象となるサービス購入料   サービス購入料総額

　　　　　　　　（ウ）ペナルティポイント

　　　　　　　　　　　　　　　　ａ　送泥停止措置時間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者が汚泥を受け入れることができなくなり、浄水場が予定していた送泥を停止し

た場合、送泥を停止してから受け入れを再開するまでに要した時間に応じてペナルティ

ポイントを課す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、再開にあたっては必ず予定された全量を受け入れなければならない。送泥が

再開された後、予定された汚泥の全量を受け入れることができず、当該送泥中に再度停

止した場合は送泥停止措置が継続しているものとみなす。

　　　■送泥停止措置時間に伴うペナルティポイント
停止措置時間※ ペナルティポイント

　 6時間以上 12時間未満 3

　12時間以上 18時間未満 4

　18時間以上 24時間未満 5

　24時間以上 30時間未満 6

　30時間以上 36時間未満 8

　36時間以上 42時間未満 10

　42時間以上 48時間未満 13

　48時間以上 54時間未満 16

　54時間以上 60時間未満 20

　60時間以上 66時間未満 25

　66時間以上 72時間未満 32

　   　　　　72時間以上 40

※停止措置時間は、予定業務（運転）時間ではなく停止されてから再開するまでの継続した時間

　　　　　　　　　　　　　　　　ｂ　返送水の濁度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　濁度 20度以上の返送水が 10分間以上継続して返送された場合、その濁度及び継続時

間に応じてペナルティポイントを課す。返送水の濁度が 20度以上に上昇してから 20度

未満に下がるまで、若しくは返送を停止するまでを１回のペナルティとし、１回ごとに

ペナルティポイントを課すこととする。
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■継続時間別返送水濁度のペナルティポイント
（単位：pp（ペナルティポイント））

時間 10分以上 20分以上 40分以上 60分以上
濁度 20分未満 40分未満 60分未満

 20度以上  60度未満 5 8 10 13
 60度以上 200度未満 6 9 12 15
200度以上 300度未満 7 11 14 18
300度以上 400度未満 9 14 18 23
400度以上 500度未満 11 17 22 28
500度以上 600度未満 13 20 26 33
600度以上 700度未満 15 23 30 38
700度以上 800度未満 18 27 36 45
800度以上 900度未満 22 33 44 55
900度以上1000度未満 27 41 54 68
        1000度以上 32 48 64 80

　　　　　　　　（エ）減額の方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四半期中の各業務（上記 a、b）のペナルティポイントを積上げて、次表に基づき当期サ

ービス購入料総額から減額を行う。

■ペナルティポイントと減額割合

累計ﾍﾟﾅﾙﾃｨﾎﾟｲﾝﾄ 減額割合

11～15PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.100.100.100.10％％％％を減額
16～25PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.150.150.150.15％％％％を減額
26～40PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.200.200.200.20％％％％を減額
41～50PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.250.250.250.25％％％％を減額
51～60PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.300.300.300.30％％％％を減額
61～70PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.400.400.400.40％％％％を減額
71～80PP 1PPにつきｻｰﾋﾞｽ購入料の 0.600.600.600.60％％％％を減額
81PP以上 サービス購入料の 50505050％％％％を減額

※PP＝ペナルティポイント

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・四半期ごとの累計されたペナルティポイントが 10PP 以下の場合は、サービス購入料の

減額は行わず、累計されたペナルティポイントは清算される。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・累計されたペナルティポイントが 11PP 以上の場合、当期サービス購入料から当期サー

ビス購入料に累計ペナルティポイントに対応する減額割合を乗じた額を減額して支払

う。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・当期のペナルティポイントが 81ＰＰを超えた場合、当期のサービス購入料の 50％を減

額する。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・四半期ごとに累計されたペナルティポイントは清算され、翌期に繰り越されることはな

い。



　　　　　　　　イ　脱水設備の能力に関わるもの

　　　　　　　　　　　　　　　　随時モニタリングの結果、脱水設備の能力が要求水準書で求めている能力を維持していな

いことが判明した場合、支払停止の対象となる。

　　　　　　　　（ア）対象となる項目及び基準

　　　　　　　　　　　　　　　　・脱水設備の能力…計画汚泥量の全量を含水率 35％以下の脱水ケーキにできる能力の維

持

　　　　　　　　（イ）対象となるサービス購入料　　サービス購入料総額

　　　　　　　　（ウ）支払停止の流れ

　　　　　　　　　　　　　　　　・随時モニタリングの結果、脱水ケーキの含水率を 35％以下にできる能力を維持していな

いことが判明した場合、県企業庁は改善を勧告し、事業者は改善計画書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　・改善勧告後、改善予定日までに脱水設備の能力改善が確認されない場合は、改善予定日

を含む期のサービス購入料の 50％を支払停止とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　・翌四半期以降、脱水設備の能力が確認された場合は支払停止を解除し、脱水設備の能力

が確認された期のサービス購入料と共に支払停止分を支払う。

　　　　　　　　　　　　　　　　・翌四半期以降においても改善が認められない場合、支払停止は継続し、脱水設備の能力

改善が確認されるまで停止されているサービス購入料は支払われない。

■設備能力に関する支払停止の流れ

　　　　　　　　ウ　脱水ケーキ

　　　　　　　　　　　　　　　　県企業庁に

棄あるいは無

改善計画で示
までに改

契約
計画汚泥量全量を 35％以下にできる能力が確認されない
の再生利用

よる随時モニ

断で最終処分

県

事

された改善予
善された場合

継続
企業庁による改善勧告
業者による改善計画書の提出
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タリングにより脱水ケーキの 100％再生利用が行われず、不法投

場への埋立てを行った事が判明した場合、「（ア）不法投棄等及び

改善計画で示された改善予定日
において改善されない場合

定日

改善予定日を含む期のサービス
購入料の 50％を支払停止とする

契約継続
支払停止の解除（減額なし）

改善されるまで
支払停止の継続

その後、改善された場合 その後も改善されない場合
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協議を経ない最終処分場への埋立て」の手順に従って契約が解除される。

　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、最終処分場への埋立てについては、協議を踏まえた上で、緊急避難として最終処

分場への埋立てがやむを得ないと県企業庁により判断された場合はこの限りではない。その

場合、「（イ）協議に基づく最終処分場への埋立て」に従って対応することができる。

　　　　　　　　（ア）不法投棄等※1及び協議を経ない最終処分場への埋立て

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・不法投棄が発覚、あるいは協議に基づかない最終処分場への埋立てが発覚した場合は、

サービス購入料全額の支払を即時停止。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・事業者の帰責事由がないことが確認されない限り、契約を解除する。

■不法投棄の発覚又は協議に基づかない最終処分場への埋立てが

発覚した場合の流れ           （特定事業契約書（案）第 55条第 3号関係）

※ 1 処分方法が不明である場合は「不法投棄」とみなす。

※ 2 契約解除に至った場合には、停止されたサービス購入料については支払われない。

＊3 不法投棄等が発覚してから 30日以内に事業者の帰責事由がないことが確認された場合は、県企

業庁は協議に応じるものとし、その場合、支払停止の解除のうえ契約を継続することが可能。

　　　　　　　　（イ）協議に基づく最終処分場への埋立て

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・事業者は最終処分場への埋立てに関し、県企業庁と事業期間を通じて 4回まで協議する

ことが可能である。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・最終処分場への埋立ては、緊急避難としてやむを得ず埋め立てることを県企業庁が認め

た場合に限るもので､代替措置による対応等が可能である場合は最終処分場への埋立て

を認めない。ただし、再生利用市場の消失等の不可抗力にあたる場合はこの限りではな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・最終処分場への埋立てが認められた場合、事業者は改善期間（埋立て開始日から最大

180日まで）を明示した改善計画書を提出すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・最終処分場への埋立て費用（運搬費を含む。）は全額事業者の負担とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・埋立て日から事業者が提示した改善予定日までの間に、改善計画書に基づいた改善が見

られた場合は、契約は継続される。改善予定日において改善が見られない場合は契約解

除とする。なお、改善予定日までに再び協議（当該協議は新たな協議回数に含まれる。）

を行い、引き続き埋立てをする場合は、この限りでない。

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・なお、協議のうえ、最終処分場への埋立てが認められない場合は、必ず再生利用を行わ

なければならない。

契約解除

発覚した期のサービス購入料の支払停止※2

※3

脱水ケーキの不法投棄等※1が発覚
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■最終処分場への埋立てを協議する場合の流れ

　　　                        （特定事業契約書（案）第 43条関係）

※ 1再生利用市場の消失等の不可抗力により、再生利用自体が不可能であるような状況に陥った場合には、関係者協議会

で協議の上、契約内容を変更することもあり得る。

※ 2 最終処分場への埋立てが最終的に認められない場合でも、協議回数として含まれる。

　　

　　　　　　　　（ウ）脱水ケーキ 100％再生利用の確認方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務日報及び業務報告書により脱水ケーキの発生量を把握し、売却相手方又は再生利用

依頼先から受入れた脱水ケーキ量を証明する書類との照合により確認を行う。脱水ケーキ

の発生から売却相手方又は再生利用依頼先への搬入までに一時保管等を行う場合には、そ

の保管量についても確認を行う。

  脱水ケーキの発生量 ＝ 売却相手・再生利用依頼先の受入れ脱水ケーキの量 ＋ 保管量

　　（エ）その他

　　　　　 脱水ケーキを再生利用先に販売する場合でも、当該販売代金を超える運搬費をＰＦＩ事業者が負担し

ている場合には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律上、産業廃棄物の処理委託という取扱いになります

ので留意してください。

　　　　　なお、詳細については「寒川浄水場排水処理施設更新等事業実施方針等に関する質問への回答」別紙２

を御参照ください。

契約解除

緊急避難としての最終処分場への埋め立ては

やむを得ないと判断された場合※1

最終処分場への埋め立ては認められないと判

断された場合

例）保管による対応が可能

最終処分場への埋め立てに関する協議の申し入れ（事業期間中に４回を限度）

ＳＰＣは最終処分場への埋め立てを行うことはで

きず、再生利用をしなければならない。※2

改善なし改善あり

契約継続

・改善計画書の提出、改善期間（最大 180日間）の

付与

・最終処分場への埋め立て費用はＳＰＣの負担
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（付属資料３）
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（付属資料様式１）

平成　　年　　月　　日

入札説明会参加申込書

　寒川浄水場排水処理施設特定事業の入札説明会への参加について、次のとおり申し込みます。

企業名

所在地

所属／担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

参　加　者　職　名 参　加　者　氏　名
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（付属資料様式２）

平成　　年　　月　　日

現況調査実施申込書

　寒川浄水場排水処理施設特定事業に係る現況調査の実施について、次のとおり申し込みます。

企業名

所在地

所属／担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

現況調査実施希望日 月  日（  ）   時

参　加　者　職　名 参　加　者　氏　名
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（付属資料様式３）

平成　　年　　月　　日

入札説明書等に関する質問書

　「寒川浄水場排水処理施設特定事業  入札説明書等」について、質問事項がありますので、提出

します。

質　問　者

企業名
所在地
所属／担当者名
電話番号
ＦＡＸ番号
Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

項　　　目
（入札説明書等資料名・ページ）

内　　　容

備考１ 質問項目は、本様式１枚につき１問とし、簡潔にとりまとめて記載すること。

    ２ 質問内容及び質問者は、質問に対する回答と合わせて公表されます。


